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第1章 はじめに 
 

 

 

 
1.1 わが国の道路計画設計の現状と課題 
 
道路延長や道路面積といった量を指標として

みると，日本の道路整備は一定の成果を得ている．

また昨今，特に新規の道路整備に対して一部から

厳しい批判が向けられ，「真に必要な道路」とは

何かが問われている． 
その一方で道路交通の質に目を向けると，日本

の道路交通状況の現状が，先進国としてふさわし

いものになったかどうかは極めて疑わしい．幹線

道路における旅行速度は依然として極めて低い

レベルにあり，交通容量の不連続性による交通渋

滞も一向に解消されない．また，街路では通過交

通・路上駐車・歩行者/自転車が入り乱れた混沌と
した状況にある．すなわち，自動車専用道路から

生活道路に至るまで，種類を問わず，本来その道

路に求められるはずの通行(トラフィック)機能や
アクセス機能(図1-1)に対応した望ましい性能が
十分発揮できるものとなっておらず，道路構造や

交通運用の上で，いまだ多くの改善の余地が残さ

れている． 
コストを抑え，かつその道路に必要な機能に応

じた性能を十分に発揮させるよう，交通の質を改

善可能な，コスト・パフォーマンスの高い道路と

して整備・改良を施していくことが必要であり，

これこそが，「真に必要な道路」の姿であると考

えられる． 
このような現状の背景にある本質的な技術的

問題点として，次の事項を指摘できる． 
・現行の道路構造令に基づく道路の計画設計手法

が，特に計画交通量に大きく依存して道路構造

がほぼ自動的に決定される「仕様型設計」であ

り，実現する交通状況に関するチェックがされ

ていないこと 
・仕様型設計であるがゆえに，本来実現可能な道

路構造や交通運用の柔軟性を欠くこととなり，

特に空間的・予算的制約のある場合には適切な

道路機能の確保を難しくしていること 
・通常の単路部を出発点として計画設計が行われ，

交差部など設計上クリティカルなボトルネッ

クの交通容量に関する対応が必ずしも十分で

ないこと 
・道路計画設計に際して交通運用はあまり考慮さ

れず，両者を切り離して考える傾向があるため，

ピーク特性の著しい交通需要への対応を難し

くしたり，供用後に性能を十分発揮できない場

合が少なくないこと 
厳しいコスト制約の中で，これらの問題点に対

処するためには，従来の日本の道路計画設計手法

を改め，柔軟な発想に基づく技術的工夫を取り入

れることが求められる．このため，従来のような

「決まった規格の道路を造る」といった考え方で

 
図1-1 道路の階層区分と交通機能分担 
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はなく，「機能に対応した性能を実現する」ため

に必要な道路構造と交通運用の組合せを柔軟に

採用する，いわばオーダーメイド型の性能照査型

道路計画設計手法の確立が求められる． 
 
1.2 性能照査型道路計画設計の考え方 
 
(1) 「仕様型設計」と「性能照査型設計」 
一般に構造物や製品の設計の考え方には，「仕

様型」と「性能照査型」とがある． 
仕様型とは，過去の研究や経験などに基づき定

められた仕様によって設計する考え方である．こ

れは，設計物の性能を照査する必要がなく技術者

の負担を質・量ともに軽減でき，一定水準のもの

を短期間で大量に生産する場合に適している．し

かし，時代の流れや技術水準の進歩によって求め

られる性能が仕様の規定された当時から変化し

たり，新たな性能指標での評価が求められたりす

るようになると，これらを満足できないものを設

計する惧れがある．また，仕様が強制力のあるル

ールや法令となる場合が多く，たとえ良質で経済

的な技術工法が開発されても，これらを簡単に導

入できないという欠点も併せ持っている． 
これに対して性能照査型とは，その設計物に求

められる性能を満足するか否かを事前に照査し

て設計する考え方であり，これに基づくことによ

って設計物の性能を保証することができる．また，

この設計法によれば，求められる性能さえ満足す

ればいかなる手法でも採用できるため，最新の技

術や工法を比較的自由に導入することが可能で

あり，様々な制約条件の中で最も適切な手法を選

択することができる．しかしその一方で，設計物

の性能を的確に照査しなければならず，これがこ

の考え方を適用する上で大きな障害となる場合

がある．たとえば，個々の地点の自然条件に応じ

て設計条件が大きく変化する土木構造物の性能

照査には，数多くの経験が必要とされ，技術者に

高い技術力が要求される． 
 

(2) 現行の道路計画設計法とその功罪 
現在，わが国の道路は，道路構造令に基づき計

画設計されている．これは，自動車専用道路(以下，
自専道)か否かと地方部/都市部により区分される
種と，地形区分，道路種別，計画交通量によって

決まる級の組合せ(以下，種級区分)に応じて道路
横断面の仕様が定められているもので，いわゆる

仕様型設計である． 

産業や生活の基盤となる道路が絶対的に不足

していた戦後の高度成長期には，ある一定水準の

道路を短期間で大量に整備することが求められ，

現行の仕様型設計は極めて重要な役割を果たし

たといえる．しかし，既にかなりの量的ストック

が形成され，道路整備の目標が量の拡充から質の

向上へと替わりつつあり，真に必要な道路やその

適切な構造とは何かが問われる現在，この仕様型

設計が必ずしも適切な計画設計法であるとは言

い難いと考えられる． 
道路には，旅行速度など道路機能に応じて求め

られる性能があり，本来それを満足するように計

画設計しなければならない．しかし，現行の仕様

型設計にはこのような思想が十分反映されてお

らず，求められるべき性能が保証されない道路を

計画設計してしまう場合がある．また，信号制御

やリバーシブルレーンなどの交通運用が計画設

計段階では十分考慮されることがないため，交通

需要変動に応じて持てる性能が十分発揮できな

かったり，必要以上にコストのかかる構造になっ

ている場合も多いと考えられる．これらの解決策

の一っとして，時代に対応して弾力的に仕様を変

更することが考えられるが，それにはかなりの時

間を要するため短期間に仕様を変更することは

難しい．実際に，現行の仕様の基本は，1970年以
降実質的にほとんど変更されていない． 
道路を取り巻く環境の変化を考慮すると，道路

の計画設計法は，現行の仕様型から，道路の機能

に応じて求められるべき性能が保証され，また予

算，空間，環境といった制約条件の中で最も適切

な道路構造と交通運用の組合せが選択できる性

能照査型へと転換すべきであると考えられる． 
 
(3) 道路交通の性能とは 
工業製品の場合，性能とは，利用者がその製品

を使ったときに，その目的に応じた評価指標にお

いてどの程度の能力を発揮するか，ということを

表すのが一般的であろう．道路交通の性能をこれ

になぞらえて考えると，ある道路の利用主体があ

る目的において道路を利用したときに，その道路

に求められる機能がどの程度発揮されるかとい

うことを表す特性として捉えられる． 
交通量一速度関係を示すq-v曲線は，ある交通量

条件において実現する性能指標を速度で捉えた

場合の性能(パフォーマンス)曲線の例としてわか
りやすい．このような走行性を表すもののほかに

も，道路交通の性能の概念には安全性，環境負荷
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などの道路交通の基本的な要素が含まれること

になろう．また，情報の入手機会の多寡や眺望の

良さ，街区空間形成など，交通状況に依らない道

路そのものの性能もあるが，ここでは議論の対象

から外しておく． 
上記のように，道路交通性能の構成要素は複数

存在すると考えられるが，交通技術者の頭を悩ま

せるのはこれらの要素すべてを同時に十分な水

準とすることが容易でないことである．走行性を

高くし過ぎて速度があるレベル以上になると排

出ガスは増大するし，万一事故が発生した場合の

損失の重度が増すこととなる．逆に事故のリスク

に神経質になり過ぎるあまり，走行性を大きく損

なうようでは道路交通は成立しない．これらいく

つかの性能要素を，上手にバランスさせることが

計画者・技術者に求められてくる． 
ここで，道路交通の本質的な目的が移動をする

ということであり，安全性の確保は前提条件，環

境負荷の抑制は制約条件であることを考えれば，

性能向上は各種条件のもとでの走行性の最大化

に帰着することになる．この走行性は，本来の機

能に対応した性能という意味において，安全性や

環境負荷とは一線を画すものであるから，これを

狭義の性能として定義しても良さそうである．こ

のように考えると，道路交通の性能向上のために

必要なのは，安全性や環境負荷などの必要な条件

を満足しながらも，それぞれの道路に求められる

走行性を確保するために最大限に工夫を凝らし

た道路の設計・計画，交通運用を行うという，極

めて当然のことにほかならない． 

必ずしもわかりやすいといは言えない概念で

あり，様々な捉え方のできるであろう道路交通の

性能に関して，論点が散漫となることを防ぐため，

本研究ではあえて上記のように整理しておく．な

お，走行性と並び道路に求められるもう一つの基

本的性能要件として，沿道施設へのアクセス性が

挙げられる．これについては，本研究の走行性を

アクセス性と読み替えることで，ほぼ同様の議論

が成り立つと考えられる．また，道路交通の性能

は歩行者，自転車など様々な利用主体の観点から

考えることが必要であるが，本研究ではまず，主

として自動車交通を対象として考える． 
 
(4) 性能照査型道路計画設計のフレームワーク 
図1-2に，これまでに提唱されてきている性能照

査型道路計画設計手法の流れを示す．上位の広域

道路ネットワーク計画から，その道路の(a)交通機
能を考慮した階層区分とこれに対応した(b)性能
目標を設定することができる．また，交通需要予

測や需要管理戦略により，その道路のAADTや大
型車交通量など基本的な交通条件が，従来の手順

に準じて前提条件として与えられることを想定

する．これらの情報に基づき，(c)交通量の時間変
動等の交通特性の詳細を推定する．また一方で，

(a)道路の階層区分から該当する交通機能に対応
した(d)道路構造と交通運用を想定し，それらの道
路構造をはじめとする各種条件に応じて(e)道路
交通性能を表現する性能曲線(時間交通量一速度
曲線など)を用意しておく．(c)の交通条件をこれに
入力することにより，その道路で実現する任意の
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図1-2 性能照査型道路計画設計手法の流れ 
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時間帯の交通状況を推計する．そして，これを(b)
で設定された性能目標を満たすかどうか (f)照
査・評価することで，その道路構造と交通運用の

可否を判定する．もし性能が満足されない場合に

は，道路構造や交通運用について再考する，とい

うものである． 
このようなアプローチを採ることによって，各

道路階層の機能に応じた性能が，新設・改築を問

わず計画設計段階においてかなり保証されるこ

ととなる．たとえば，幹線街路の設計において，

信号交差点が連続し供用時に旅行速度が低下し

てしまうことを事前にチェックし，対策を検討す

ることができる．あるいは，自動車専用道路のボ

トルネック区間で空間的制約等の理由から拡幅

が困難な場合に，部分的に車線幅員を狭めてでも

車線増を行ったり，ピーク時において路肩を車線

として運用を行ったりすることで，所要の性能を

確保できるかどうかを確認することが可能とな

る． 
 

1.3 本自主研究の活動概要と目的意識 
 
以上述べてきたような問題意識のもと，性能照

査型の道路設計の実務展開を図っていくために

は，交通性能照査の手順や手法の体系化を図るこ

とが必要である．そこで，本自主研究では，その

ための技術的課題の抽出と必要な要素技術の検

討を目的として活動を行ってきた． 
本自主研究は平成20年度から平成22年度の3ヵ

年間にわたって計15回の討議を重ねた．初年度の
平成20年度においては，これまで大学の研究ベー
スであった性能照査型道路計画設計手法を実務

に展開していく上での問題点・課題を整理した．

平成21年度には，現場の実務者が道路設計を行う
ためには必要不可欠な｢道路構造令｣との対応関

係について検討した．また，ケーススタディとし

てわが国の現状の道路交通性能実態を示した．最

終年度では，これらを引き続き検討・議論すると

ともに，研究成果のとりまとめにあたった． 
なお，この間，土木計画学春大会において3ヵ

年にわたり企画セッションを立ち上げ，自主研究

の内容を積極的に発表するとともに，毎年11～12
月にシンポジウムを開催(神戸，名古屋，仙台)す
るなど，広く一般の研究者や実務者の意見を収集

した(巻末付録に関連資料収録)． 
本自主研究の最終的な成果は，性能照査型道路

計画設計の技術指針の策定を目指すものである

が，本レポートは3ヵ年間の研究成果を中間報告
として公表することで，実務展開に向けたさらな

る検討課題の抽出，あるいは技術指針策定のため

の議論を喚起することを念頭にとりまとめたも

のである． 
 
 



 

5 

 

 

 

第2章 実務展開に向けたフレームワークの提案 
 

 

 

 
2.1 概説 

 
日本の道路は，ネットワークの形成過程におい

て，交通量を如何に捌くかが重要視されてきた．

しかしながら，その際，都市・拠点間の連絡性(通
行機能)という幹線道路が本来有すべき機能を担
保できず，その結果として異なる交通特性をもつ

様々なトリップが混在するなど，道路が効率的に

利用されていない状況がつくられてきた．そのた

め，今後はこれまで整備されてきた道路ストック

に対し，それぞれの道路のもつ本来の使われ方，

機能を再考しながら，使い勝手の良い道路として

つくり変えていく必要がある． 
このことは，道路の機能に照らした階層型の道

路ネットワークに再編することを意味するもの

であり，あわせて，そこで発揮されるべき機能を

担保しているかどうかを照査する必要があるこ

とを示唆するものである． 
そこで，第2章では階層区分化された道路ネッ

トワークに対し，実際に性能照査を行う手順とそ

の方法について提案する． 
道路の性能照査は，道路のサービスレベルの評

価そのものであり，プローブ車を用いた旅行速度

データなどの蓄積を通じ，道路行政マネジメント

の一環としてPDCAサイクルの中で実施されるべ
きものである．具体的な場面としては，現状の道

路ネットワークに対し，実際のサービス水準を照

査する段階と改良・改築などの計画・設計におい

て性能目標の達成可能性を照査する段階がある．

ここで重要なポイントは，“混雑しないこと”が

性能照査に求められるものではなく，各道路が

個々に持つ性能を十分に発揮できているか否か

を照査することにある．ここでは，通行機能に特

化した道路を念頭に置いているので，都市・拠点

間への連絡性，つまり“何分で目的地に到着でき

るか”が最も重要視される．即ち，交通需要は，

目標とする所要時間や個々の道路が有すべき旅

行速度を達成できるかどうかを評価するための

説明変数の一つとして扱われることとなる． 
また，本章では性能目標を上記のように都市・

拠点間の旅行時間，並びにそれを可能とする旅行

速度としている．目標とする道路のサービス水準

は，地域の社会・経済はもとより，国のあり様に

も左右する極めて影響の大きな指標である．その

ため，その設定にあたっては，国や地域が目指す

将来の目標と整合したものとすべきである． 
 

2.2 性能照査にあたっての基本的考え方 
 

(1) 性能照査の場面 
道路の効率的利用を図っていくためには，個々

の道路が有すべき機能に応じて定められた性能

目標を満足するように道路ネットワークを再編

していく必要がある．そのためには，以下の段階

において性能照査を行う必要がある(図2-1参照)． 
Step0  
⇒既存道路のサービス状況の分析(既存の道
路行政マネジメント等) 

Step1 運用段階 
⇒既存道路の性能が本来求められているサ

ービスを提供できているか? 
Step2 計画・設計段階 
⇒対応策を実施すると本来求められるサー

ビスが提供できるようになるか? 
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(2) 性能目標の設定 
道路の性能照査は，個々の道路の有する機能を

的確に説明できる指標にもとづき行われるべき

である． 
ここで，道路の最も重要な機能の一つである自

動車の交通機能は，一般に通行機能(トラフィック
機能)とアクセス機能・滞留機能に分けることがで
きる．この中で，本検討で対象とする通行機能に

関しては，都市や拠点間連絡の観点から，それら

相互間をどれだけの時間で連絡するべきなのか

が重要視される．即ち，都市・拠点間の旅行時間

が性能照査指標となる． 
一方で，地域の振興や発展は，ヒトやモノ，情

報の活発な移動にともなって実現するものであ

り，道路はそれを支える根源的な社会インフラで

ある．そのため，道路の性能目標は，国や地域が

目指す目標と整合性が図られる必要がある． 
たとえば，平成20年7月に閣議決定された国土

形成計画（全国計画）では，「「全国1日交流圏」
の更なる充実などに向けて，ブロック相互を結ぶ

道路・鉄道・港湾・空港等の国内交通基盤を総合

的に整備・活用し，基幹的なネットワークや拠点

の機能確保を推進する．」としている．また，多

くの都道府県では，都市や拠点間を連絡する旅行

時間に関する具体的な数値目標(時間交通圏構想)
を有しており，これらを性能目標とすることで国

や地域が目指す整備の方向と整合性が図られる

こととなる． 
 

(3) 道路の階層区分と目標速度 
都市・拠点間の目標旅行時間は，通行機能とし

ての道路の性能を表現する重要な指標の一つで

あるが，実際には，道路ネットワークは，多くの 

○地方自治体における旅行時間に関する 

具体的な数値目標-例示- 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
階層の異なる道路によって構成されている．たと

ば，都道府県が有する時間交通圏構想で対象とし

ている都市・拠点間連絡においては，自動車専用

道路(AM)や一般道(A-Ⅰ，A-Ⅱ，B-Ⅲ…)など階層
の異なる複数の道路を利用することも少なくな

い(図2-2参照)． 
そのため，道路階層ごとの目標旅行速度を予め

統一的に設定したうえで，道路の計画・設計を行

うことが合理的である．具体的には，対象とする

都市・拠点間を連絡する目標旅行時間とこれを構

成する階層別道路延長との関係から，これらを満

足する各階層の目標旅行速度を設定することが

できる．その際には，表2-1に示す値を目安とする
とよい． 
たとえば，生活圏中心都市相互を“60分”で連

■秋田県 

秋田県総合交通ビジョン 

①県内市町村から東京まで200分以内で連絡 

②県内市町村から秋田市まで概ね90分で連絡 

③圏域内市町村から生活圏中心都市まで概ね 30 分以内 

■栃木県 

新たな県土 60 分構想 

①県内の主要都市間を概ね 60 分で連絡 

②県内の各地域と県都宇都宮市とを 60 分で連絡 

③高速道路や新幹線など高速交通機関に 30 分で連絡 

■島根県 

広域道路整備基本計画 

①生活圏中心都市まで 1時間で連絡 

②市町村役場から高規格幹線道路 IC に 30 分で連絡 

 
図2-1 性能照査の検討ステップ 
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絡する時間交通圏構想を有しているある県にお

いて，対象都市間の階層別道路延長が表2-2のとお
りであったとした場合，それぞれの目標旅行速度

がAM-Ⅱ＝100km/h以上，A-Ⅱ＝60km/h以上，B-
Ⅲ＝50km/h以上であれば，時間交通圏構想を実現
することができる．なお，この時，計画・設計段

階における性能照査であれば，地域において構想

されている道路整備計画も必要に応じ考慮され

ることになる． 
一方で，都市・拠点間連絡において，階層の異

なる複数の道路を利用することは，既に述べたと

おりであるが，階層性を有した道路ネットワーク

構造であるという前提に立てば，都市・拠点間を

連絡する道路は，「下位」→「上位」→「下位」

の順で階層に従って利用されるべきである．その

ため，道路の性能照査を行う際には，対象とする

道路ネットワークの設定において，このような道

路の連結性にも留意する必要がある(図2-2参照)． 
 

(4) 性能照査の方法と留意点 
(a) 現況・運用段階における性能照査 
性能目標は，最低限満足すべきサービスレベル

であることから，混雑時間帯においても目標とな

る都市・拠点間の旅行時間を保証すべきである． 
そのため，現況・運用段階における性能照査で

は，都市・拠点間の道路の連結性(階層性)に留意
しつつ，対象とする道路を設定する．その上で，

都市・拠点間の目標旅行時間と実際に計測又は推

計されたリンク別時間帯別旅行時間を足し合わ

せた総旅行時間(最大値)とを対比する．総旅行時
間が目標旅行時間を超過している場合にあって

は，個別区間ごとの旅行速度と目標旅行速度とを

比較し，目標旅行速度を下回っている場合は，何

らかの対応策を講じていくことが必要となる． 
一方で，要求される最低限の性能は，都市・拠

点間の目標旅行時間を満足すればよいので，一部

区間において当該道路階層が有すべき目標旅行

速度を下回っている場合があっても，そのリンク

を利用する都市・拠点間の総旅行時間が目標値を

満足していれば，本来目的は達成されることとな

る．図2-3は，図2-2および表2-2の中のA市-B市間
における混雑時のリンク別旅行時間を示してい

る．これによれば，A市-B市間の総旅行時間は54
分であり，BⅢ等級の道路で目標旅行速度(50km/h)
を下回る区間(2km，30km/h)が存在しているもの
の，目標とする旅行時間(60分)は満足されている． 
しかし，都市・拠点間の旅行時間は，道路階層

ごとに設定される目標旅行速度を各リンクにお

いて担保した上で目標旅行時間を満足すること

が望ましい．即ち，このような速度低下区間にお

いても，その道路階層に相応しい旅行速度の向上

に努めていくべく，積極的に対応を図っていくべ

きである． 

 

A市-B市  B-Ⅲ→AM-Ⅱ→A-Ⅱ→ B-Ⅲ

B市-C市  B-Ⅲ→A-Ⅱ→ B-Ⅲ

A市-C市  B-Ⅲ→AM-Ⅱ→A-Ⅱ→ B-Ⅲ

生活圏
中心
都市間

道路の連結性

 

図2-2 道路ネットワークと階層区分 
 

表2-1 道路階層別の目標速度(目安値-仮置き-)

 

 AM-Ⅰ　大都市間連絡 120

 AM-Ⅱ　地域間連絡 100

 AM-Ⅲ　市町村間連絡 80

 A-ⅢU　日常生活圏 70

 A-Ⅰ　 大都市間連絡 60

 A-Ⅱ　 地域間連絡 60

 B-Ⅲ　 市町村間連絡 50

 B-Ⅳ　 集落間連絡 40

 C-Ⅳ　 毎日買物圏 40

 D-Ⅴ　 生活道路 20

 E-Ⅵ　 地先道路 NA

種 類 交通機能 階層区分

目標
旅行
速度
(km/h)

自専道

Traffic
/Highway

一般道

Access
/street・
Avenue

 
表2-2 道路階層別の目標速度とそれによって 

達成する旅行時間 

 生活圏

中心

都市間

AM-Ⅱ A-Ⅱ B-Ⅲ

A市-B市 60 40 20 7 52

B市-C市 60 - 35 20 59

A市-C市 60 50 8 17 58

目標旅行速度
(km/h)

100
以上

60
以上

50
以上

目標速度
による
旅行時間
(分)

-

目標
旅行
速度
(km/h)

階層別道路延長(km)
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(b) 計画・設計段階における性能照査 
現行の道路計画・設計においては，年間(8,760

時間)の30番目時間交通量を設計時間交通量とし，
その合理性を説明している．しかし，日々交通混

雑が発生している状況の中で，個別区間において 
30番目時間交通量を求め，これに対し混雑のない
一定のサービス水準を保証したとしても，当該路

線・区間において要求される目標旅行速度や道路

ネットワークとしての性能(都市・拠点間の目標旅
行時間)を保証したことにはならない．即ち，性能
目標があくまでも最低限満足すべきサービスレ

ベルであるとの認識のもと，交通需要に関わらず

性能目標を担保することを目標とすべきである． 

そのため，計画・設計段階における性能照査に

おいては，最初に交通需要による速度変動は加味

せず，道路構造や交通運用の改善など新たな線的

要素の導入による速度向上によって目標とする

旅行速度を担保できるかどうかを照査する．その

うえで，道路の階層ごとの目標旅行速度と交通需

要から予想される旅行速度を照査し，それにもと

づき適切な横断面構成を決定すべきである(図2-4
参照)． 

 
2.3 交通性能照査の手順と手法 

 
道路の計画・設計における性能照査は，2.2(1)

に示すような2つの場面があげられる． 
a．現況・運用段階における性能照査 
b．計画・設計段階における性能照査 
これらは，実際には，都市・拠点間の目標旅行

時間や道路階層ごとに設定された目標旅行速度

などを評価指標として性能照査が行われること

となるが，その手順は図2-5のとおりとなる． 
 

(1) 現況・運用段階における性能照査 
(a) 実旅行時間(速度)の算出 
階層区分を想定した道路ネットワークに対し，

実測または推計された時間帯別の実旅行速度を

もとにリンク別旅行時間およびこれを都市・拠点

間として積上げた総旅行時間の算出を行う．詳細

は2.4に記述している． 
なお，都市・拠点間を連絡する経路は，階層性

を有した道路ネットワーク構造であるという前

提に立てば，階層に従い「下位」→「上位」→「下

位」の順で利用されるべきである．そのため，道

路の性能照査を行う際には，対象とする道路ネッ

トワークの設定において，このような道路の連結

性にも留意する必要がある． 
(b) 目標旅行時間(速度)の設定 
「全国1日交流圏」や「時間交通圏構想」など

の上位計画をもとに，都市・拠点間を連絡する目

標旅行時間を設定する．さらに，階層区分化され

た道路ネットワークにおいて目標旅行時間をカ

バーするための道路階層別の目標旅行速度を設

定する．なお，その方法については，2.2(2)およ
び2.2(3)に示したとおりである． 

図2-3 A市-B市間の混雑時間帯別における 
リンク所要時間 

図2-4 道路計画・設計時における性能照査の流れ
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(c) 現況・運用段階の性能照査の実施 
性能目標値である目標旅行時間を現況値であ

る実旅行時間が満足しているかどうかについて

照査を行う．また，これに加えて，路線・区間別 

の実旅行速度が該当する階層の目標旅行速度を

上回っているかどうかを照査する．その際には，

1日を通じて目標値を何時間程度満足できるかを
確認することで問題の大きさを評価することが

できる(2.4参照)． 
 

(2) 計画・設計段階における性能照査 
[路線・区間の性能照査] 

(a) 期待旅行速度の算出 
(1)の段階で目標とする性能が担保されていな

い場合，道路構造の改良や交通運用策など何らか

の対応策が必要となる．その際には，より多くの

都市・拠点間においてその効果が発揮されるなど，

合理的な対策を可能する区間が優先されるべき

である．期待旅行速度は，これら対策の実施によ

って期待される路線・区間別の値である．その際，

期待旅行速度には，交通需要は考慮されるもので

はないが，種々の条件によって異なることがある． 
たとえば，信号交差点の存在は，旅行速度を確

実に低下させるなど，沿道条件や構造的要件など

により速度低下が生じ，場合によっては各階層の

目標旅行速度を下回る可能性があることに留意

する必要がある． 
(b) 路線・区間の性能照査の実施 
上記によって算出された路線・区間別の期待旅

行速度が目標旅行速度を上回っているかどうか

を照査する．その際，目標値を満足しない場合は，

代替案を設定することとなる． 
[横断面・交差点等の性能照査] 
(c) 計画旅行速度の算出 
計画旅行速度は，(b)によって提案された対策案

に対し，交通需要による影響を加味した個別対策

区間の旅行速度である．道路交通施策の事前評価

は，昨今では交通シミュレーションによって算出

する方法が一般的になりつつあるが，階層区分や

道路構造に応じた道路性能値を前もって用意し

ておくことで，実現するであろうサービス状況を

容易に把握することが可能となる．  
(d) 個別対策区間の性能照査の実施 
上記において算出された個別対策区間の計画

旅行速度が性能目標を満足しているか照査を行

う．ここで目標とする旅行速度は，(a)の期待旅行
速度である．期待旅行速度は，階層ごとに設定さ

れる目標旅行速度と同じかそれを上回る値とな

る． 

図2-5 性能照査の流れ 
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なお，性能照査によって目標旅行速度が満足で

きない場合は，車線数など横断面構成や交通運用

などの見直しが行われることとなる． 
 

2.4 現況・運用段階における実旅行時間の算出と
照査 

 
(1) 実旅行時間の算出方法 
現況・運用段階における性能照査は，混雑時間

帯において実現する総旅行時間(最大値)が目標旅
行時間を満足しているか否かを評価すべきであ

り，総旅行時間が目標旅行時間を上回っている場

合においては，その乖離の程度とともに，目標旅

行時間を上回る時間がどの程度存在するのか，つ

まり，性能目標を下回る時間的広がりとその大き

さの両方から性能を照査する必要がある． 
さらに，当該道路階層の目標旅行速度を上回る

時間数のリンク別比較，あるいはリンクごとの混

雑時間帯における実旅行速度(最小値)と目標旅行
速度との比較を行うことで，問題の所在を確認す

ることができる． 

総旅行時間は，リンク別の実旅行速度を旅行時

間に換算し，これを積み上げた値であるので，現

況・運用段階における性能照査にあたっては，時

間帯別リンク別の旅行速度が必要となる．この値

は，プローブ車によって常時計測されているので

あればこれを用いることができるが(道路管理者
に加え民間が収集しているプローブデータを含

む)，未計測区間については，何らかの方法で旅行
速度を時間帯別に推計する必要がある． 
ここで，性能照査は，厳密には年間365日，8,760

時間を対象として行われるべきであるが，全ての

道路に対して年間を通じた交通状況を推計し照

査することは事実上困難である．そのため，ここ

では，実務において広く利用されている道路交通

センサスの方向別時間帯別交通量(qt)と混雑時旅
行速度(vp)を用い，各道路の平均的な１日における
速度変動を推計する簡便な方法を紹介する．なお，

特定の期間や曜日に交通が特化することがない

場合にあっては，この方法によっても評価は可能

であり，現実的方法であると考えられる． 
方向別時間帯別交通量や混雑時旅行速度から

各時間帯の旅行速度を推定する手法としては，(a)
汎用的なBPR関数から得られる単位旅行時間をも
とに推定する手法と，(b)各区間の特性に応じて簡
易なQV式を設定し算出する手法が考えられる(図
2-6参照)． 

但し，道路交通センサス値が｢渋滞流｣のもので

あれば，交通量は対象区間の交通(需要)量ではな
く下流のボトルネックの交通容量となり，速度は

対象区間内に存在する渋滞長およびその通過速

度に依存したものとなる．そのため，これらの手

法では，｢渋滞｣現象を十分に表現できない可能性

がある．また，混雑時旅行速度(vp)は，朝夕のラッ
シュ時間帯の中で最も混雑している時間帯に計

測された旅行速度であり，ピーク時の交通量(qp)
が観測された時間帯とは必ずしも整合しない可

能性がある点にも注意が必要である． 
(a) BPR関数を用いた旅行速度の推計 
松井・山田1)は，平成6年度道路交通センサスの

ピーク時交通量と混雑時旅行速度との関係から，

汎用的な時間BPR関数のパラメータを表5-3のよ
うに推計している．即ち，式(1)にPCU換算した道
路交通センサスの方向別時間帯別交通量と時間

交通容量を入力し，単位旅行時間[分/km]を求める． 
但し，ここで求められる旅行速度は，道路の種

類ごとに算出される全国標準的な値であり，個別

区間においては，推計値と道路交通センサス値に

大きな乖離が生ずる場合も想定される． 

［時間BPR関数］ 
 

･･････････････ (2-1) 
 

ここに， 
tt ：時刻 tの単位旅行時間[分/km] 
t0 ：自由旅行時間 

(交通量 0のときの旅行時間) [分/km] 
qt ：時刻 tの時間交通量[pcu/時] 
c ：時間交通容量[pcu/時] 
α，β ：パラメータ 
 

(b) 区間特性を考慮した簡易QV式による旅行速
度の推計2) 

道路交通センサスで調査されている指定最高

速度(v0)，混雑時旅行速度(vp)，ピーク時交通量(qp)
から，図2-7に示す簡易なモデル(QV式)を区間ご 

図2-6 推定手法のイメージ 
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とに設定し，PCU換算した道路交通センサスの方
向別時間帯別交通量を入力することで，当該時間

帯の旅行速度を推計することができる． 
 

［簡易QV式］ 

i）v0  ＞ vp 

0
0 vq

q
vv

v t
p

p
t +×

−
= ････････････ (2-2) 

ii）v0  ≦ vp 

0vvt =       ････････････ (2-3) 

ここに， 
vt ：時刻 tの旅行速度[km/時] 
vp ：混雑時旅行速度[km/時] 
v0 ：指定最高速度 

(交通量 0のときの旅行速度)[km/時] 
qp ：ピーク時間交通量[pcu/時] 
qt ：時刻 tの時間交通量[pcu/時] 
 
この方法は，道路の種類ごとに推計される(a)の

BPR関数を用いた方法と比べて作業負荷はかかる
が，各区間の特性を考慮できるメリットがある． 
図2-8は，国道1号静岡市内において車両感知器

によって観測されたデータをもとに作成したQV
関係と平成17年度道路交通センサスデータ(車両
感知器観測地点を含む区間)にもとづくQV関係を
重ね合わせたものである．車両感知器データは地

点速度であり，道路交通センサスデータは信号交

差点での速度低下の影響などが含まれる旅行速

度であるので，傾きは一致することはないが，車

両感知器データと比べて道路交通センサスデー

タの傾きが大きくなっているなど，この方法によ

っても交通量と旅行速度の関係をある程度表現

できることがわかる． 
 
(2) 現況・運用段階の照査時における評価分析 
(a) 評価分析で用いる指標 
ある特定の都市・拠点間の実所要時間に着目し

た場合，一時的に性能目標を超過している場合も

あれば，1日を通じて性能目標を超過している場
合も想定される(図2-9参照)． 
この原因として，前者の場合は，交通需要の集

中によりボトルネック容量を超えるような到着

需要が一時的に発生しているためであり，後者の

場合は，そもそも目標旅行速度を担保できる道路

構造となっていない可能性もある． 
このような原因を把握するためには，都市・拠

点間の旅行時間をリンク別に細分化し，個々のリ

ンクが存する道路階層の目標旅行速度がどの程

度満足されているかをチェックする必要がある．

具体的には，都市間幹線道路では，然るべき旅行

速度で走行でき，かつそれが安定して利用者に提

供されなければならない．そのため，速達性と安

定性の2つの観点から走行性能を評価分析する必
要がある． 
1) 速達性［IA］ 
速達性を｢道路が如何に速く走れる能力を有し

ているかを示すもの｣と定義し，目標速度(Vt)に対
する実際の旅行速度の達成状況により評価する．

この時，目標速度(Vt)と比較する速度を2.4(1)の手
法で推定される24時間サンプルの旅行速度デー 
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道路交通センサスデータによる簡易 QV式 

車両感知器データによる QV式 

図2-8 車両感知器データ(地点速度)と 
道路交通センサスデータ(旅行速度) 

によるQV関係の比較 

表2-3 時間BPR関数の推定パラメータ 

 道路種別 t0 α β

都市間高速道路 0.72 0.54 3.3

都市高速道路 0.86 0.40 2.8

幹線多車線道路 1.84 0.54 2.4

幹線2車線道路 1.58 0.44 3.1

準幹線多車線道路 2.13 0.41 2.2

準幹線2車線道路 1.72 0.49 2.4

 
図2-7 道路交通センサスデータを用いた 

QVモデル 
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タの最高値(Vmax)と最低値(Vmin)とする．この2つを
組み合わせることで速達性の状況を図2-10のよ
うな3つのパターンに分類できる． 

最高値(Vmax)の速達性   IA[Max]＝Vmax／Vt 

最低値(Vmin)の速達性   IA[Min]＝Vmin／Vt 
※いずれも，Max：1.0，大きいほど速達性大 
 

2) 安定性［IB］ 
安定性を｢1日を通してどの程度現状の最も走

りやすい環境（Vmax）に近い状態で走行できてい

るか示すもの｣と定義し，時間帯別旅行速度(vt)の
分布状況(中央値(Vmed)の分布)により評価する． 

安定性 IB＝(Vmax－Vmed )／(Vmax－Vmin) 

※0.5未満の場合中央値が最高値側に分布し 
ていることを意味する．即ち，この値が小 
さいほど速度が高い領域で安定性している． 

 
なお，既往研究などでは，所要時間の変動(ばら

つき)を時間信頼性指標(Buffer Time Index)として
交通性能の評価を行っている事例もみられる．こ

の指標も旅行速度の分布形状に着目している点

では同じであるが，ここで用いている安定性は分

布の偏りを評価するのに対し，中央値(通常時)と
最小値(90または95パーセンタイル値)との乖離の
大きさを評価する点で異なる． 
(b) 評価分析の方法 
評価分析にあたっては，まず速達性(IA)について

評価分析を行い，これだけでは十分な評価が行え

ない場合について安定性(IB)を用いて評価分析す
ることを基本とする． 
速達性(IA)に関しては，パターンA_①のように，

1日の全時間帯で目標旅行速度(Vt)を達成している
ようなリンクでは，安定性(IB)の良し悪しに関わら
ず，特に道路構造や交通運用を見直す必要はない．

また，パターンA_③のように1日中で目標旅行速
度(Vt)を達成しない道路は，安定性(IB)を照査する
までもなく道路構造や交通運用を根本から再検

討しなければならない．しかし，パターンA_②の
ように一部の時間帯で目標旅行速度(Vt)を達成し
ている場合には，旅行速度の分布状況(安定性(IB))
に応じて対策の重要度・優先性が異なるはずであ

る．たとえば，1日のうち数時間におよび目標旅
行速度(Vt)を達成していないならば早期の対策が
必要であるし，逆に1日のほとんどの時間が目標
速度(Vt)を達成しているようならば対策の優先度
は低いものと考えられる． 

このように，速達性(IA)と安定性(IB)を同等の指
標として扱うのではなく，速達性(IA)を主要な指標，
安定性(IB)を補足的な指標とし走行性能を評価分
析する．この最終的な評価イメージを整理したも

のを表2-4に示す．評価分析結果がランクAからラ 

図2-9 性能目標を超過するパターン(例示) 
 

 

 パターン 概　　要 評 価

パターンA_②
1日の一部の時間帯で目標速度(Vt)

を達成
○

パターンA_③
1日の中で目標速度(Vt)を達成する

時間帯無
×

パターンA_①
1日の全時間帯で目標速度(Vt)

を達成
◎

図2-10 速達性の評価イメージ 
 

 

 パターン 概　　要 評 価

パターンB_①
多くの時間帯が最高速度(Vmax)
側に分布

○

×パターンB_②
多くの時間帯が最低速度(Vmin)
側に分布

図2-11 安定性の評価イメージ 
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ンクDになるに従い走行性能上の問題が大きく，
根本的かつ早急な対応が必要な区間といえる． 

(c) ケーススタディ 
ケーススタディとして，階層区分を想定した道

路ネットワークに対し，上記評価分析方法にもと

づき，各リンクの走行性能について評価分析を行

った．対象は，静岡県とし，既存道路を交通機能

に応じた4つの階層区分に割り振るとともに，機
能に応じた目標旅行速度(Vt)を仮に表2-5のように
設定した．なお，ここでは，平成17年度道路交通
センサスデータを用いるものとし，2.4(1)に示す
方法のうち簡易QV式により旅行速度の推計を行
っている． 
1) 評価基準 
ここでは，単純に各リンクにおいて，1日の全

時間帯で目標旅行速度(Vt)を達成できる道路交通
サービスを提供することを目標に，速達性(IA)を
1.0，安定性(IB)を0.5とする．これによる評価基準
と評価ランクを表2-6に示す． 
但し，ケーススタディには目標旅行速度(Vt)が指

定最高速度(V0)を上回る区間が存在する(表2-7赤
枠部分)．ケーススタディで設定した簡易QV式で
はVmax≦V0 (＜Vt)となり，これらの区間ではたとえ
交通量が0であっても速達性(Vmax＜Vt)を達成でき
ないことに注意が必要である． 

2) 評価結果 
本手法により走行性能を照査した結果を図

2-12に示す．十分な速達性が確保されているラン
クAは，目標速度(Vt)の低い階層(B-Ⅲ)や地方部な
どでみられる．A-Ⅰに該当する国道1号は，自専
道区間周辺(藤枝BP，浜名BPなど)で速達性が確保 

されているが，それ以外では目標速度(Vt)に達して
いない(ランクD以下)．このように同一の階層区分
であっても区間によって走行性能がバラついて

いる．このような場合，ネットワークとして均一

な走行性能が保たれるよう道路構造や交通運用

を適宜見直すことが必要となる． 

 

A B C D

AM-Ⅰ 185.3 0.0 0.0 0.0 96.0 4.0

A-Ⅰ 178.5 26.9 0.0 0.0 73.1 0.0

A-Ⅱ 810.6 11.1 1.8 0.4 84.9 1.8

B-Ⅲ 3,476.4 21.3 8.9 1.4 62.0 6.4

総計 4,650.8 18.9 7.0 1.1 67.8 5.3

階層
区分

延長
(km)

評価ランクの延長比率(%)
不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

AM-Ⅰ

A-Ⅰ

A-Ⅱ

B-Ⅲ

階
層
区
分

ランクA ランクB ランクC ランクD 不明

図 2-12 ケーススタディ結果 

表2-6 ケーススタディにおける評価基 

 速達性(IA) 安定性(IB) 評価ランク

IA[Min]≧1.0 － ランクA

IA[Max]＞1.0 IB ≦0.5 ランクB

IA[Min]＜1.0 IB ＞0.5 ランクC

IA[Max]≦1.0 － ランクD

 

表2-7 目標旅行速度(Vt)と 
指定最高速度(V0)との差 

 
-20km/h -10km/h 0km/h 10km/h 20km/h

AM-Ⅰ 185.3 0.0 0.0 94.3 0.0 5.7

A-Ⅰ 178.5 7.2 0.0 77.6 15.2 0.0

A-Ⅱ 810.6 0.0 12.9 47.4 38.9 0.9

B-Ⅲ 3,476.4 3.0 19.6 62.1 13.5 1.8

総計 4,650.8 2.5 16.9 61.4 17.4 1.7

Vt-V0別の延長比率(%)階層
区分

延長
(km)

表2-4 評価分析のイメージ整理 

 速達性(IA) 速達性(IB) 評価ランク

パターンA_1 － ランクA

パターンB_1 ランクB

パターンB_2 ランクC

パターンA_3 － ランクD

パターンA_2

 
表2-5 道路の階層区分試案と 
目標旅行速度(Vt)(仮置き値) 

 

A-Ⅰ 60km/h

都市間連絡 A-Ⅱ 50km/h

市町村間連絡 B-Ⅲ 40km/h

100km/h

一般道

目標速度
(Vt)

高速道路/
自専道

連絡スケール 階層区分 道路の種類

大都市圏連絡
AM-Ⅰ
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2.5 実務展開に向けた技術的課題の抽出 
 
以上のように，交通性能照査手法の一例として，

道路階層ごとに仮に設定した目標旅行速度をも

とにした，現況・運用段階における性能照査手法

を下記のとおり提案した． 
ここでは，まず1)階層区分化された道路ネット

ワークに対し，実測または推計された時間帯別の

実旅行速度をもとにリンク別旅行時間およびこ

れを都市・拠点間として積上げた総旅行時間の算

出を行う．次に，2)上位計画(想定)をもとに都市・
拠点間を連絡する目標旅行時間を設定する．さら

に，3)階層区分化された道路ネットワークにおい
て目標旅行時間をカバーするための道路階層別

の目標旅行速度を設定する．そして，4)これらを
比較することで，性能目標値である目標旅行時間

を現況値である実旅行時間が満足しているかど

うかについて照査を行う方法を提案した． 
また，評価方法については，たとえばある特定

の都市・拠点間の実所要時間に着目した場合，一

時的に性能目標を超過している場合もあれば，1
日を通じて性能目標を超過している場合も想定

される．そこで，評価指標には「速達性」と「安

定性」を用いることとした．ここで，速達性は「道

路が如何に速く走れる能力を有しているかを示

すもの」とし，安定性は「1日を通してどの程度
現状の最も走りやすい環境に近い状態で走行で

きているか示すもの」と定義している． 

これはあくまでも照査手法の一例であるが，既

往研究にみられるその他の照査手法も含めて，性

能照査型道路計画設計の実践に向けては技術的

課題が山積している．この中で，性能照査が対道

路計画設計の手順に関して言えば，以下の課題が

あげられる． 
・道路階層区分の考え方 
・道路階層区分と道路構造令との対応関係 
・設計交通量の考え方の構築 
・性能目標と性能指標の設定方法 
・性能指標に沿った照査手法の確立 等 
 
以降の第3章～第5章では，これらの技術的課題

のうち，道路階層区分の考え方，道路階層区分と

道路構造令の関係，設計交通量の考え方の構築に

関する検討結果を中間的にとりまとめた． 
 

参考文献 
 

1) 松井寛，山田周治：道路交通センサスデータ
に基づくBPR関数の設定，交通工学，Vol.33，
No.6，pp.9-16，1998.11. 

2) 内海泰輔，下川澄雄，中村英樹，大口敬：道
路交通センサスデータを用いた道路階層別交

通性能照査法の提案，第41回土木学会土木計
画学研究・講演集，2010.6. 
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第3章 道路の階層区分の考え方 
 

 

 

 
3.1 概説 

 
これまで述べたように，わが国の道路交通の質

の低さは，各道路の担うべき機能設定の曖昧さと，

その機能に対応した明確な性能目標の不在によ

るところが大きいと考えられる． 
道路構造令1)において，わが国の道路は自動車

専用道路か否かと地方部/都市部の別によって第1
種～第4種に区分されている．さらに，これらは
それぞれ，地形区分，国道/県道などの道路種別や
計画交通量に応じて，いくつかの級に細分されて

いる．しかしながら，これらの種級区分は道路の

機能との対応関係が極めて曖昧であり，また，種

級区分に応じて実現性能のチェックがなされる

ことのないままに道路構造がほぼ一義的に決定

されてしまう点が問題である． 
古くから交通計画や道路工学のほとんどの教

科書に掲載されているように，道路の階層区分は，

本来図1-1(前掲)の左に示すように大都市圏連絡
のような長距離交通を担う道路から生活道路に

至るまで，段階的な機能分担がなされて然るべき

であるにもかかわらず，わが国では上述のような

理由から，同図右のような機能区分の極めて不明

確な状況にあるのが現状と言ってよい． 
本章では，道路の階層区分を検討するに際して，

路線の指定・認定要件を整理するとともに，ネッ

トワーク特性に応じた独自の道路階層区分の試

案を提示する． 
 

3.2 道路階層区分と路線の指定・認定要件 
 
実務において個々の道路を実際に階層区分化

していくためには，それらとの対応付けが簡単に

行える合理的な方法が求められる． 
これに対して，下川ら1)は路線の指定・認定要

件に着目している．一般国道，都道府県道，並び

に市町村道の路線の指定・認定要件は，それぞれ

道路法第5条，第7条，第8条で規定されている．
さらに，都道府県道のうち主要地方道は道路法第

56条で，市町村道のうち幹線1級・2級市町村道に
ついては，道路局長通達(昭和55年3月)で選定基準
が示されている． 
これら路線の指定・認定要件は，主として拠点

連絡性(起終点特性)によって定められている．ま
た，ここで注目すべきは，道路の種類によって連

絡する都市レベルや施設規模が異なっているこ

とである． 
表3-1は，一般国道，都道府県道の路線の指定・

認定要件で規定している連絡都市および主な連

絡施設を抽出し，比較したものである． 

表3-1 路線の指定・認定要件で規定している 
連絡拠点 

 一般国道 都道府県道

■都道府県庁所在都市

　などの重要都市

　(1号要件)

■市又は5千人以上の町

■10万人以上の市 　(1号要件)

　(2号要件)

■2以上の市 ■2以上の市町村

　(3号要件) 　(4号要件)

■特定重要港湾＋α ■重要港湾・地方港湾など

　重要な飛行場 　飛行場(1号要件)

　(4号要件)

■　…… ■　……

都
　
市

施
　
設
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たとえば，一般国道の1号2号規定では，都道府

県庁所在都市を含む重要都市や10万人以上の市

が対象なのに対し，都道府県道の1号規定では，

市又は5千人以上の町としている．このように，

道路の種類によって明確な階層性が示されてい

ることがわかる． 

さらに，これを道路の種類ごとにみた場合，そ

れぞれ複数の異なる都市や施設レベルを併せ持

っていることがわかる．たとえば，一般国道は，

3種類の異なる都市レベルを含んでいる．これは，
単に一般国道といっても，幾つかの階層を有して

いることを意味するものである． 
このことから，個々の道路の指定・認定要件ま

で遡れば，道路の階層区分との画一的な対応付け

が可能となるものと考えられる． 

 
3.3 道路の機能分担による階層区分 

 
中村2)らは，表3-2に示す日本の道路階層区分の

提案を行っている．これは，ドイツの道路ネット

ワークの階層区分に関する指針であるRAS-N3)を

範としつつも，日本特有の都市構造や道路事情を

考慮したものである．これを表3-2に示す． 
この道路階層は，(1)交通機能，ならびに(2)都市

や拠点間の連絡スケール，の2つの軸によって区
分される．ただし，表3-2は自動車ユーザーの視点

から階層区分を定義したものであり，歩行者や自

転車利用者への対応・配慮事項に関しては今後の

課題である． 
 

(1) 交通機能軸 
交通機能としては，通行(トラフィック)機能か

らアクセス機能までの程度を基本として，A～E
の5段階に区分する．このうち，最下位Eの道路に
は，滞留機能を重要な機能として位置づけている． 
(a) 機能Aの道路 
機能Aの道路は，純粋に通行機能のみを考慮す

る道路である．これらの道路は高水準の通行機能 
が確保されれば必ずしも自動車専用道路である

必要はなく，上位の一般国道ではこのような機能

の道路があって然るべきと考えられる． 
しかしながら，わが国ではこれまで自動車専用道

路とそれ以外という区分が定着しているため，こ

こではAのうち特に自動車専用道路をAMとして

おく． 
(b) 機能Bの道路 
機能Bの道路は，通行機能に重点を置きつつも，

沿道施設へのアクセスをある程度考慮する区分

の道路である．日本においては，主に地方部にお

いて，主要道路沿線に疎らに各種施設が存在する

ような道路が多く見受けられるが，これらをイメ

ージしているものである． 

表3-2 日本の道路階層区分の試案 

滞留

AM(自専)

AM(自専) A B C D

D

交通機能

　　 ** あくまで参考として，路線の性格上位置づけられるべきポジションを示したもので，現状の道路構造や交通運用を意味
　　 　 するものではない．
　 　***C-IIIは，大部分の現状の主要幹線道路が該当しており，機能上まさにグレーゾーンの道路であるが，これらの道路は
　　　　A-IIIuとD-IVに再配分すべきであると考えている．

E

－ － － －

A B
(主に地方部)

連絡スケール

注)　*　[　]内はその区分に位置づけられるべき道路のイメージを示している．

－ － －

III －

－

II －

住区街路
[補助幹線]

日常生活圏

C　(主に
大都市/都市部)(トリップ長)

集落間道路
[市町村道]

市町村間連絡(30km)
[修善寺～土肥]

IV

アクセス

*** －
主要道

[R136, 主要地
方道/県道]

“highway”または『街道』 “street/avenue”または『街路』

通行(トラフィック)

(都市間高速)
[圏央道]

(都市内高速)
[首都高速]

[東京環七･
横浜環二]**

区画街路
コミュニティ

道路

毎日の買物圏 － －

IIIu

－

V 生活道路 －

E

I 大都市圏連絡(>300km)
[首都圏～中京圏]*

(都市間高速)
[東名]*

(非自専)
[R1]**

地域間連絡(100km)
[中越～中通]

－ モール

幹線街路 －

(都市間高速)
[磐越]

(非自専)
[R50]**

－ －VI 地先道路 － －

－ －

 



 

17 

(c) 機能Cの道路 
機能Cの道路は，機能Bの道路と同様に通行機能

とアクセス機能の双方を考慮した道路であるが，

特に都市部において沿道アクセス施設がより稠

密に存在しているケースで，その分アクセス機能

が卓越している道路である．わが国の大部分の主 
要幹線道路の現状は，都市部のみならず地方部

でもこのような性格となっている場合が多い． 
(d) 機能Dの道路 
機能Dの道路は，駐停車や積み卸し，沿道施設

への出入りなどのアクセス機能に特化した道路

である． 
(e) 機能Eの道路 
機能Eの道路は，アクセス機能に加えて滞留機

能を併せ持った道路である．このような道路では，

通行機能は最小限とすることで，通過交通が十分

に排除されるような道路構造とすることが必要

である． 
以上の各機能区分のうち，A，AM，Bは通行機

能の卓越した都市間の道路であるので，英語で表

現すると”highway”となり，C，D，Eは都市内の
街路であるから”street/avenue”ということになる．
これらの区分による道路設計思想の違いについ

ては，文献3)にてその概念の提案を行っている． 
 

(2) 都市・拠点間連絡スケール軸 
大都市圏間連絡から自宅周辺の生活道路まで，

I～VIの6段階に区分する． 
(a) 連絡スケールI 
連絡スケールIは，首都圏～中京圏などの大都市

圏間を直接連絡するレベルであり，AM-Iとして東
名高速道路や名神高速道路がこれに該当する．自

動車専用道路ではないA-Iは現状では存在しない
が，国道1号のような極めて重要な国道は，本来
は通行機能を重視した構造としてこのポジショ

ンに位置すべきであろう． 
(b) 連絡スケールII 
連絡スケールIIは，関東地方，東北地方などの

地方の内部を構成する地域間を連絡するイメー

ジである．このスケールにおいても通行機能を重

視するため，AおよびAMのみが該当する． 
(c) 連絡スケールIII 
連絡スケールIIIは，地域内部での中距離の移動

である．地方部においては市町村間連絡であるが，

首都圏のような極めて規模の大きな都市圏では，

通勤などのために日常的に移動する範囲となる． 
このように，地方部と大都市部とでは同じ移動

スケールでもトリップ特性が異なると考えられ

ることから，大都市部についてはIIIuとして区別
することとした．自動車専用道路であるAM-IIIuに
は，首都高速道路などの都市高速が含まれる． 
またB-IIIは，重要幹線以外の国道や主要地方道

のイメージである．より頻繁なアクセスを許すこ

ととなるC-IIIはここで定義していないが，事実上
わが国の都市部主要幹線道路の大部分の現状が

ここに位置づけられる．中距離の移動を担う道路

は，通行機能をより重視したA-IIIuとするべきで
ある．あるいは，他の代替路線にA-IIIuの機能を
持たせた上で，当該路線の中距離移動路線として

の機能を放棄して移動スケールを一段階落とし，

C-IV(主要街路)とすることもあり得る．いずれに
せよ，C-IIIに相当するような機能のグレーないわ
ゆる多目的道路については，その路線の機能をよ

り明確にして再編すべきであると考える． 
(d) 連絡スケールIV 
連絡スケールIVは，日常的に買い物に出かける

ような範囲を想定している．地方部では集落間を

連絡するような市町村道がB-IVとして，都市部で
は主要幹線街路がC-IVとしてこれに該当する． 
(e) 連絡スケールV 
連絡スケールVは，いわゆる生活道路で，都市

部においてアクセス機能を重視した補助幹線と

しての住区街路や，中心市街地のモールなどがこ

れに相当する． 
(f) 連絡スケールVI 
連絡スケールVIは，いわゆる地先道路で，区画

街路(alley)や住宅地内のコミュニティ道路がこれ
に相当する．このスケールでは通過交通を対象と

しない． 
 

参考文献 
 

1) 下川澄雄，内海泰輔，中村英樹，大口敬：階
層型道路ネットワークの再編に向けて，土木

計画学研究・講演集No.39，2009.6 
2) 中村英樹，大口敬，森田綽之，桑原雅夫，尾
崎晴男：機能に対応した道路幾何構造設計の

ための道路階層区分の試案，土木計画学研

究・講演集No.31，2005.6 
3) Forschungsgesellschaft für Strassen- und 

Verkehrswesen (FGSV): Richtlinien für die 
Anlage von Straßen，  Teil: Leitfaden für die 
funktionale Gliederung des Straßennetzes RAS-N， 
1988. 
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第4章 道路階層区分と道路構造令との対応関係 
 

 

 

 
4.1 概説 

 
大量の社会資本を一定の水準で普及すること

を目的とした従来設計では，「存する地域」・「自

動車交通量」・「道路の種類」が代表する道路特性

より種級区分を定め，種級区分に応じた各種設計

条件を採用する仕様規定型の道路設計が有効で

あった． 
しかしその反面，画一的な設計がなされ，運用

された道路が交通面から期待するネットワーク

性能や道路利用者へのサービス提供が十分でき

たとは言い難い状況であったことも否めない． 

こうした状況を踏まえ，性能照査型道路設計で

は，ネットワーク計画段階，道路設計段階で階層

区分に応じた一定の性能目標を確認しながら運

用することで，連絡スケールと交通機能に着目し

た適切な道路網を提供でき，さらには運用後路線

の再構築をも可能とする設計手法として議論を

進めてきたものである． 
ここでは，性能照査型道路設計を従来設計に変

わる設計手法として，実務段階に適用するにあた

り，階層型道路区分が道路構造令の種級区分(以下
「種級区分という」にどう対応するのか，また適

合に際して課題はなにかについて整理する． 
当該階層区分と道路構造令の種級区分との対

比を明確とし，道路階層区分に応じた道路設計を

行うべく設計条件について現時点での見解を整

理する． 
 

4.2 階層型道路区分と種級区分の対応(試案) 
 
階層型道路区分と種級区分の対応(試案)を表

4-1のとおりに設定し，交通機能・連絡スケール・
道路構造が類似する以下の対応エリア毎に適合

性と課題を考察する． 
対応エリア1：自動車専用道路 
対応エリア2：一般道のうち街道 
対応エリア3：一般道のうち街路 
 

(1) 対応エリア1の適合性整理と課題抽出 
(a) 適合性整理 
対応エリア1は自動車専用道路(以下「自専道」

という)を対象としており，階層型道路区分と種級
区分が比較的合致するエリアといえる． 
表4-2に示すとおり，階層型道路区分に対して基

本となる種級区分が適合し，地形や土地利用状況 

表4-1 階層型道路区分と種級区分の対応（試案）
 

Ｃ

ＡＭ－Ⅰ ＡＭ－Ⅱ ＡＭ－Ⅲ ＡＭ－Ⅲu Ａ－Ⅰ Ａ－Ⅱ Ａ－Ⅲu Ｂ－Ⅲ Ｂ－Ⅳ Ｃ－Ⅳ Ｄ－Ｖ Ｄ－Ⅵ Ｅ－Ｖ Ｅ－Ⅵ

第１級

第２級

第３級

第４級

第１級

第２級

第１級

第２級

第３級

第４級

第５級

第１級

第２級

第３級

第４級

注)斜線部及びクロスハッチ部が対応箇所を示す．

第
４
種
（
都
市
部
）

第
２
種
（
都
市
部
）

第
１
種
（
地
方
部
）

第
３
種
（
地
方
部
）

道
路
構
造
令
の
種
級
区
分

階層型道路区分

Street/Avenueまたは「街路」Highwaysまたは「街道」

ＥＡ Ｂ Ｄ

対応エリア－１

対応エリア－２

対応エリア－３
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 表4-2 対応エリア１(自動車専用道路)の種級区分との適合（試案） 

 
機能分類

種類

連絡スケール 大都市連絡(300km) 地域間連絡(100km) 市町村間連絡(30km) 日常生活圏

階層区分 ＡＭ－Ⅰ ＡＭ－Ⅱ ＡＭ－Ⅲ ＡＭ－Ⅲu

旅行速度目標　注） 120km/h 100km/h 80km/h 80km/h

想定車線数　注）

設計速度(km/h) 120【特例100】

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h) 100【特例80】

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h) 80【特例60】

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h) 60【特例50：高速特例なし】

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h) 80【特例60】

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h) 60【特例50,40】

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

表中記号：　　出入り制限(Ｆ：完全制限、P：部分制限、N：制限なし)　　　　　設計対象車両(S：ｾﾐﾄﾚｰﾗ、T：普通自動車)　　　　　

注）旅行速度目標及び想定車線数は現時点での試案であり、今後の議論で見直し余地がある参考値である

道路構造令
代表諸元

－ －

Highwaysまたは「街道」
分類

4車線～ 4車線～ ～3車線 4車線～

第
１
級

第
２
級

第
１
級

道
路
構
造
令
の
種
級
区
分

第
２
種

（
都
市
部

）

第
１
種

（
地
方
部

）

第
４
級

S

Ｆ・Ｐ

S

種
級
区
分

道路の種類
及び

計画交通量(百台／日)

Ｆ・Ｐ

第
２
級

第
３
級

S

3.50／2.50【特例1.75】

3.50／1.75【特例1.25】

階層型道路区分

自専道　　（　）：トリップ長

・平地
・設計速度：100km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ

－ －

－

・平地
・設計速度：120km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ

・山地
・設計速度：100km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ

Ａ

・山地
・設計速度：80km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ

・平地
・設計速度：80km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ
・車線運用：～3(2+1)車線

－

S

Ｆ

S

3.25／1.25【特例1.75】

S

Ｆ・Ｐ

Ｆ

3.25／1.75【特例1.25】

3.50／1.25【特例1.75】

・他自専道(都心）
・設計速度：60km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ

－

－

－

－ －

－

・高速自動車国道
　　または
　他自専道(都心以外）
・設計速度：80km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ

－

・山地
・設計速度：60km/h
・出入制限：Ｆ
・対象車両：Ｓ
・車線運用：～3(2+1)車線

－

－
3.50／2.50【特例1.75】

Ｆ

－

3

0

0

2

0

0

1

0

0

4

0

1

5
5

高速（平地）

高速（山地）

高速（平地）

高速（平地）

専用（平地）

専用（山地）

高速（平地）

専用（平地）

高速（山地）

専用（山地）

高速

専用（都心以外）

専用（都心）

 
表4-3 対応エリア2(一般道のうち街道)の種級区分との適合（試案） 

 
機能分類

種類 主要道(都道府県道) 集落間道路(市町村道)

連絡スケール 大都市連絡(300km) 地域間連絡(100km) 日常生活圏 市町村間連絡・日常生活圏 毎日買物圏

階層区分 Ａ－Ⅰ Ａ－Ⅱ Ａ－Ⅲu Ｂ－Ⅲ Ｂ－Ⅳ

旅行速度目標　注） 80km/h 70km/h 60km/h 60km/h 40km/h

想定車線数　注）

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

表中記号：　　出入り制限(Ｆ：完全制限、P：部分制限、N：制限なし)　　　　　設計対象車両(S：ｾﾐﾄﾚｰﾗ、T：普通自動車)

第
３
種

（
地
方
部

）

第
４
種

（
都
市
部

）

注）旅行速度目標及び想定車線数は現時点での試案であり、今後の議論で見直し余地がある参考値である

第
１
級

60【特例50,40】

－－ －

・設計速度：60km/h
・出入制限：ＰⅢ
　　→平面交差点の制限
　　→沿道アクセス制限
・対象車両：Ｓ

－

－

・平地、山地(１車線)
・設計速度：20～40km/h
・出入制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ

車道4.0／0.5

Ｎ

Ｔ

－

3.25／0.50

Ｐ・Ｎ

S

－
第
５
級

40,30,20

－

－
第
４
級

50,40,30【特例20】

2.75／0.75【特例0.50】

Ｎ

Ｔ

・山地(２車線以上)
・設計速度：30～50km/h
・出入制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ

Ｎ

Ｔ

－

・山地
・設計速度：40～60km/h
・出入制限：ＰⅢ
　　→平面交差点の制限
・対象車両：Ｔ

－ －

・山地
・設計速度：40～60km/h
・出入制限：ＮⅠ
　　→平面交差点の制限
・対象車両：Ｔ

・平地(２車線以上)
・設計速度：40～60km/h
・出入制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ

－ －

60,50,40【特例30】

第
３
級

道
路
構
造
令
の
分
類

3.00／0.75【特例0.50】

Ｐ・Ｎ

Ｔ

Ｐ・Ｎ

S

3.25／0.75【特例0.50】

種
級
区
分

Ａ

・山地
・設計速度：60km/h
・出入制限：ＰⅡ
　　→平面交差点の制限
・対象車両：Ｔ(Ｓも考慮)

・平地
・設計速度：60km/h
・出入制限：ＰⅢ
　　→平面交差点の制限
　　→沿道アクセス制限
・対象車両：Ｔ

3.50／1.25【特例0.75】第
１
級

80【特例60】

第
２
級

－

・平地・山地
・設計速度：80km/h
・出入制限：ＰⅠ
　　→平面交差点の制限
　　→沿道アクセス制限
・対象車両：Ｓ

－

－

・平地
・設計速度：80km/h
・出入制限：ＰⅡ
　　→平面交差点の制限
　　→沿道アクセス制限
・対象車両：Ｔ(Ｓも考慮)

－ －

・平地
・設計速度：60km/h
・出入制限：ＮⅠ
　　→平面交差点の制限
　　→沿道による影響小
・対象車両：Ｔ

60【特例50,40】

道路構造令
代表諸元

分類
Highwaysまたは「街道」

4車線～ 4車線～ 2車線～ 1車線～

Ｂ

階層型道路区分

4車線～

道路の種類
及び

計画交通量(百台／日)
非自専道　（　）：トリップ長

3

0

0

2

0

0

1

0

0

4

0

1

5
5

国道（平地）

国道（山地）

国道（平地）

県道（山地）

国道（山地）

国道（平地）

市道（平地）

県道（平地）

市道（平地）

国道（山地）

市道（山地）

市道（平地・山地）

市道（平地・山地）

国道

県道
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に応じて1級下の種級区分を柔軟に活用する対応

を想定する． 

(b) 課題整理 
1つの階層区分に対して地形や土地利用上の制

約に応じて2つの種級区分が適合するため，異な
る旅行速度目標をもって路線全体の性能を確保

する必要がある．このため設計区間の考え方およ

び路線全体の性能評価方法を明確にする必要が

ある． 
この他，旅行速度目標の達成に影響を及ぼす旅

行速度低下要因(サグ，トンネル坑口，織り込み，
登坂・追越し車線等)に対する配慮，リバーシブル
レーンや路肩開放など効率的な車線運用策等の

細部事項整理，非自専道との接続部の設計方法お

よび設計対象車両の選定方法などについても検

討の余地が残る． 
 

(2) 対応エリア2の整合性整理と課題抽出 
(a) 適合性整理 
対応エリア2は非自専道のうち，通行機能のみ

を考慮するAと通行機能を重視しつつも沿道アク
セスをある程度考慮するBを対象としており，第3
種第1～4級を5区分に分類するとともに，日常生
活圏内の幹線街路を第4種第1級に適合させる煩
雑なエリアといえる． 
表4-3に示すとおり，階層型道路区分に対して，

重複して適合する第3種第2級および第3種第3級
を出入制限に着目して分類し，地形や土地利用状

況に応じて1級下の種級区分を柔軟に活用する対
応を想定する． 
(b) 課題整理 
対応エリア2は，計画交通量に応じて種級区分

を設定し，比較的類似する設計速度や幅員の規

定値より採用値を選択する従来設計では，機能

のメリハリが付け難く，出入制限という追加指

標を明確とする必要がある． 
今後は，旅行速度目標の達成に影響を及ぼす平

面交差点(車線数や配置密度)および沿道アクセス
について検討し，出入制限を具現化することが課

題となる． 

 

(3) 対応エリア3の適合性整理と課題抽出 
(a) 適合性整理 
対応エリア3は非自専道のうち，通行機能とア

クセス機能の双方を考慮するC，アクセス機能を
特化したDおよびアクセス機能に加えて滞留機能
を特に重視したEを対象としており，Cを都市内幹
線街路(多車線)と位置付け第4種第1級に適合，そ
の他区分を第4種第2～4級に適合させるエリアと
なる．表4-4に示すとおり，D-Vを除いて階層型道
路区分に対して種級区分が1対1で対応し，D-Vに
ついては設計速度に応じて対応種級区分が異な

るという対応を想定する． 
(b) 課題整理 
対応エリア3は，対応エリア2との連続性に配慮

した出入制限を検討するとともに，アクセス機能

や滞留機能を高める具体策を例示することが必

要である． 
 

4.3 設計条件 
 
性能照査型道路設計を実施するうえで要とな

る設計条件について，現時点での考え方および今

後の検討課題について以下に記述する． 

表4-4 対応エリア3(一般道のうち街路)の種級区分との適合（試案） 

 
機能分類 Ｃ

種類 幹線街路 住区街路(補助幹線) 区画街路 モール コミュニティ

連絡スケール 毎日買物圏 生活道路 地先道路 生活道路 地先道路

階層区分 Ｃ－Ⅳ Ｄ－Ｖ Ｄ－Ⅵ Ｅ－Ｖ Ｅ－Ⅵ

旅行速度目標　注） 40km/h ～20km/h NA ＮＡ NA

想定車線数　注）

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

設計速度(km/h)

車線幅員/左側路肩幅員(ｍ)

出入制限

設計対象車両

表中記号：　　出入り制限(Ｆ：完全制限、P：部分制限、N：制限なし)　　　　　設計対象車両(S：ｾﾐﾄﾚｰﾗ、T：普通自動車)　

道路の種類
及び

計画交通量(百台／日)

階層型道路区分

4車線道路構造令
代表諸元

分類
Street/Avenueまたは街路

2～3車線

Ｅ

注）旅行速度目標及び想定車線数は現時点での試案であり、今後の議論で見直し余地がある参考値である

1車線 2～3車線 1車線

道
路
構
造
令
の
分
類

種
級
区
分

第
３
級

第
１
級

第
２
級

Ｄ

－

・４車線以上
・設計速度：60km/h
　弾力運用で40～50km/h
・出入り制限：ＮⅠ
・対象車両：Ｔ(Ｓも考慮)

－ － －

－

・２～３車線
・設計速度：30～50km/h
・出入り制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ
・その他考慮事項：
　通過交通排除
　３車線運用

－－

・２～３車線
・設計速度：40～60km/h
・出入り制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ
・その他考慮事項
　荷捌き帯・停車帯
　３車線運用

60【特例50,40】

60,50,40【特例30】

3.25／0.50

3.00／0.50

Ｐ・Ｎ

S

Ｔ

－ －

－－

・２～３車線
・設計速度：30～50km/h
・出入り制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ
・その他考慮事項
　荷捌き帯・停車帯
　３車線運用

－
第
４
級

40,30,20

Ｔ

－

・１車線
・設計速度：20～40km/h
・出入り制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ
・その他考慮事項：
　通過交通排除
　速度抑制策

－

・１車線
・設計速度：20～40km/h
・出入り制限：ＮⅡ
・対象車両：Ｔ
・その他考慮事項：
　速度抑制策

車道4.0／0.5

Ｎ

第
４
種

（
都
市
部

）
3.00／0.50

Ｎ

Ｎ

Ｔ

50,40,30【特例20】

3

0

0

2

0

0

1

0

0

4

0

1

5
5

国道

県道、市道

国道

県道、市道

県道

市道

市道
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なお，現時点で想定される性能照査型道路設計

の流れを現行道路設計の流れと対比して図4-1お
よび図4-2に示す． 
 

(1) 設計区間 
当初の道路構造令に「設計区間概念」が導入さ

れた時には，走行速度の下限値をある程度の長さ

の区間に対して一定に決める意図があったと考

えられる．すなわち，その場合の「設計区間」と

は，「利用者サービス水準をある水準に保ち続け

る区間」の意味である．しかしその後，道路構造

の運用が実質的に仕様規定となり，設計区間が単

に「1つの設計速度を採用する区間」と捉えられ
るようになるにしたがって，各種の道路幾何構造 

設計値を一定に定める区間の意味に変化してい

ったものと考えられる．しかし近年，平成16年に
道路構造の運用が見直され，地域の実情などに応

じて弾力的に道路構造を運用することが謳われ

ている． 
以上を勘案すると，性能照査型設計においては，

目標性能を満たすように各階層の道路区分が提

供すべきサービス水準が与えられると，このサー

ビス水準を満たすように，地域の実情に応じて設

計速度を柔軟に採用することが求められている

と考えられる． 
もちろん道路構造の設計条件が短区間で頻繁

に変化することは望ましくないし，前後と比較し

て急激な設計条件の変化も望ましくない．しかし， 

 

線形要素

設計速度

の選択肢

設計速度決定

幾何構造

基準値決定

設計対象

車両決定

曲線拡幅量

決定

視距拡幅

検証

車線拡幅

決定

・

路肩拡幅

決定

歩道・自歩道

選択

・

植樹帯選択

中央帯の

必要性判定

中央帯諸元

決定

車線数

決定

横断構成要素

4車線相互が交差

する場合は立体

交差とする．

但し，特別な理

由によりやむを

得ない場合はこ

の限りではない

交差制限

判断基準なし

出入り制限

道路の種･級区分決定

道路の種類
都市部／地方部

平地部／山地部

自動車交通量

(計画交通量)

運用開始  
図4-1 現行道路設計の流れ 

 

 

設計速度

決定

線形要素

幾何構造

基準値決定

曲線

拡幅量

車道部構成要素
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図4-2 性能照査型道路設計の流れ 
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たとえば急峻な地形条件と予算制約のために，短

い道路区間においてのみ設計速度を落とした設

計条件を適用しても，事前の警戒情報や交通規制

とこれを担保する取締など適切な交通運用が見

込めるのであれば，こうした短い道路区間で低い

設計速度を許容しつつ，これを含む長い区間の目

標性能(旅行速度)の達成を目指すべきである．こ

うした弾力的な運用を行わずに，性能目標達成の

ために莫大な予算を要するにもかかわらず過度

に高い設計速度を長い区間に設定したり，逆に低

い設計速度で長い区間の道路構造を固定化する

ことで性能目標の達成を実現不可能にしたりす

ることは避けなければならない． 

これまでの設計速度一定の最小区間長の制約

を，むしろ一定のサービス水準を確保する最小区

間長と捉え，高度な交通技術に基づく柔軟な判断 

で設計速度を設定することが望ましい． 

 

(2) 車線数 
計画・設計道路が供用後に想定した性能を発揮

するためには，対象道路の交通需要と交通容量を

的確に想定し，交通性能を照査したうえで，各種

道路設計条件にフィードバックさせた計画・設計

を実施することが重要となる． 
本書では，交通需要の推定方法を「第3章 設

計交通量」に，ボトルネックに着目した交通容量

を「第6章ボトルネックの交通容量」に取りまと
めており，道路の計画・設計時には，交通需要に

対して，必要な車線数が確保できているかについ

て照査することが望まれる． 
 

(3) 交差・出入制限 
車線とあわせ，計画道路の性能に大きく関与す

る条件として，交差・出入制限があげられる． 
『道路構造令の解説と運用』において，出入制

限は“走行の連続性を重視する道路の通行機能を

高めるための一つの方法”と記載されており，道

路の機能，特にトラフィック機能を重視する自専

道などの場合においては，出入制限により走行連

続性を確保することが望ましい． 
事実，法令上の出入制限の適用に関しては，道

路法および高速自動車国道法から，第1種道路と
第2種道路の出入制限については「完全出入制限」
または「部分出入制限」にて規定されている（各

形状は図4-3を参照）．一方で，第3種・第4種の普
通道路については，部分出入制限適用の可能性に

ついて記載されているものの，明確な記述はない． 

これらをふまえると，道路の機能に応じた道路

構造を策定する上では，道路の階層区分相互に応

じた交差・出入制限が明確に示されていることが

望ましい． 
以上の背景をふまえ，階層区分相互における交

差形式について検討した現時点での試案を表4-6
に示す． 
表中で上下段に分かれている箇所については，

上段は標準的な交差形式を示しており，下段はそ

の他運用により採用されうる交差形式を意味し

ている．信号制御については，信号交差点の密度

制限の有無により表4-5の通り2種類に分類した． 
(a) 交通機能Aの道路 
交通機能Aの道路のうち，自動車専用道路（AM）

相互の交差・出入形式はジャンクション形式であ

り，その他道路との接続はインターチェンジ形式

である．

 
 

 
 

 
 

 
 

図4-3 完全出入制限と部分出入制限 

表4-5 信号制御の考え方 

 信号交差点の密度制限あり

（旅行速度目標：40km/h以上）
信号交差点の密度制限なし

（旅行速度目標：20km/h以下）

信号制御A

信号制御N
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表4-6 階層区分相互の交差形式（試案） 

 Ｃ

主要道 集落間道路 幹線道路 住区街路 区画街路 モール
ｺﾐｭﾆﾃｨ
道路

大都市間 地域間 市町村間 日常生活圏 大都市間 地域間 日常生活圏
市町村間
日常生活圏

毎日買物圏 毎日買物圏 生活道路 地先道路 生活道路 地先道路

120 100 80 80 80 70 60 60 40 40 ～20 NA NA NA

出入制限

ＩＣ ＩＣ
信号制御A 信号制御A
ＩＣ ＩＣ

信号制御A 信号制御A
ＩＣ ＩＣ

信号制御A 信号制御A
ＩＣ 信号制御A ＩＣ

信号制御A
無信号
or
ＲＢＴ

信号制御A

信号制御A 信号制御A 信号制御A
無信号
or
ＲＢＴ

無信号
or
ＲＢＴ

無信号
or
ＲＢＴ

ＩＣ
信号制御A

無信号
ＲＢＴ

無信号
ＲＢＴ

無信号

無信号

信号制御N

信号制御N

無信号

無信号

接続なし

接続なし 無信号

信号制御N 無信号

無信号

接続なし

信号制御A

信号制御A

接続なし 接続なし接続なし

接続なし

接続なし 接続なし 接続なし

接続なし 接続なし

接続なし 接続なし 接続なし

接続なし

接続なし 接続なし 接続なし

接続なし 接続なし

接続なし

接続なし

接続なし

接続なし 接続なし

接続なし

接続なし

接続なし

接続なし

接続なし 接続なし

接続なし

接続なし

ＩＣ

接続なし

接続なし

接続なし

接続なし

接続なし

接続なし

ＩＣ

ＩＣ

ＩＣＩＣ ＩＣ

ＩＣ

ＩＣ ＩＣ

ＩＣ ＩＣ ＩＣ

ＩＣ

ＩＣ

接続なし

ＩＣ

接続なし

ＩＣ ＩＣ ＩＣ

ＩＣ

ＪＣＴ

ＪＣＴ

ＪＣＴ

ＩＣ

ＩＣ ＩＣ ＩＣ

ＩＣ

ＪＣＴ

ＪＣＴ ＪＣＴ ＪＣＴ

ＪＣＴ ＪＣＴ

ＪＣＴ

ＩＣ ＩＣ

部分
出入制限

出入自由

Ｃ－Ⅳ

完全
出入制限
完全
出入制限
完全
出入制限
完全
出入制限
部分
出入制限

NA

ＡＭ－Ⅰ

ＡＭ－Ⅱ

ＡＭ－Ⅲ

ＡＭ－Ⅲｕ

Ａ－Ⅰ

Ａ－Ⅱ

Ｅ－Ⅵ

40

Ｂ－Ⅳ

～20

NA

Ｄ－Ⅴ

Ｄ－Ⅵ

Ｅ－Ⅴ

120

100

80

80

40

主
道
路

Ｅ
モール

ｺﾐｭﾆﾃｨ
道路

主要道

集落間道路

Ｃ 幹線道路

Ａ

Ｂ

Ｄ

出入自由

出入自由

出入自由

出入自由

住区街路

区画街路

毎日買物圏

毎日買物圏

生活道路

市町村間

出入自由

Ａ－Ⅲｕ

Ｂ－Ⅲ

80

70

日常生活圏

市町村間
日常生活圏

地先道路

60

生活道路

地先道路

60

NA

Ｄ

日常生活圏

大都市間

地域間連絡

Ａ－Ⅰ Ａ－ⅡＡＭ－Ⅰ ＡＭ－Ⅱ

Ｅ

出入自由

部分
出入制限

従道路

自動車
専用道路

非自動車
専用道路

大都市間

地域間

Ａ

自動車専用道路 非自動車専用道路

Ｂ

目標旅行速度（km/h）
階層区分

連絡スケール

道路の種類

交通機能

ＡＭ－Ⅲ ＡＭ－Ⅲｕ Ｅ－Ⅴ Ｅ－ⅥＢ－Ⅳ Ｃ－Ⅳ Ｄ－Ⅴ Ｄ－ⅥＡ－Ⅲｕ Ｂ－Ⅲ

 
 

 
図4-4 地方部における接続イメージ 

 

 
図4-5 都市部における接続イメージ 
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自動車専用道路が接続可能な道路は，AM，A，
B-ⅢおよびC-Ⅳとし，それ以外の道路とは接続し
ない． 
AMの道路は，法令上「完全出入制限」または「部
分出入制限」が規定されており，上記内容につい

ては異論がないところである． 
交通機能Ａのうち，非自動車専用道路(A)の交

差・出入形式にはインターチェンジ形式を基本と

し，接続する道路は，自動車専用道路(AM)と同様
にA，B-ⅢおよびC-Ⅳとした．この場合のB-Ⅲお
よびC-Ⅳとの交差・出入は，その他やむを得ない
場合の運用として信号制御による出入も考えら

れる．その場合においても，信号交差点間隔には

密度制限が行われることが望ましいため，信号制

御Aとした． 
(b) 交通機能Bの道路 
交通機能Bの道路は，主要道あるいは集落間道

路であるが，この階層では従道路側の階層区分に

より交差形式を選別する必要が生じる． 
まず，連絡スケールが市町村間や日常生活圏で

あるB-Ⅲは，機能Ａの道路における考え方と同様
に，B-ⅢおよびC-Ⅳとの交差・出入に対し標準で
インターチェンジ形式，その他運用として信号制

御Ａとした． 
交通機能Aと異なり，B-ⅢクラスではB-ⅣやD-

Ⅴとの交差・出入が必要となるため，これらは密

度制限を伴う信号制御Aとしている．ただし，B-
Ⅳとの交差は，状況に応じ無信号またはラウンド

アバウトとすることも考えられる．その他の道路

とは接続しないものとした． 
次に，集落間道路であるB-Ⅳは，生活道路であ

るD-Ⅴ，E-Ⅴとは信号制御Aにて，地先道路であ
るD-Ⅵ，E-Ⅵとは無信号にて交差するものとした．
生活道路との交差においては，無信号またはラウ

ンドアバウトとすることも想定される．幹線道路

であるC-Ⅴとの交差はトラフィック機能を確保
するため，接続しないこととしている． 
(c) 交通機能Cの道路 
交通機能Cの道路は幹線道路である．この区分

の交差・出入は機能Aにおける非自動車専用道路
と同等としたが，D-Ⅴクラスの道路とも交差が必
要となるため信号制御Aとして規定した． 
(d) 交通機能D・Eの道路 
交通機能D・Eの道路はいわゆる生活道路や地先

道路であるが，生活道路相互の交差(D-Ⅴ，E-Ⅴ)
は密度制限を伴わない信号制御Nとし，それ以外
は無信号交差点とした．地先道路相互の交差には

ラウンドアバウトによる交差も考えられるため，

その他運用として下段に記載した． 
以上が階層区分相互の交差形式(試案)であるが，

階層区分相互の交差形式を本表の通り明確に示

すことにより，各階層に必要な機能を保つことが

可能となる． 
今後，具体的箇所について計画･設計を実施す

る際には，より詳細な構造について検討する必要

が生じる．想定される検討課題の一例について，

以下に記述しておく． 
・中央帯の連続性；中央分離帯の連続設置，転回

車線の設置 
・平面交差形式；通常の交差点形状，ラウンドア

バウト形式以外の形状として右折車線を設置

しない構造等 
・沿道アクセス；歩道切り下げによる直接出入り，

副道形式等 
 
(4) その他設計条件 
性能に大きく関与する設計区間・車線数・交差

および出入制限の他，設定した階層区分に応じた

道路の機能を発揮するうえで，必要な設計条件を

以下に整理する． 

(a) 設計速度 
設計速度は，道路の幾何構造を定める条件であ

るので，綿密な知見で設定しなくてはならない． 
繰り返しになるが性能照査型道路計画では，ト

ラフィック機能とアクセス機能とを明確に区分

してそれぞれの機能に応じて道路を計画する視

点から，発揮する性能においても上限・下限とい

う概念を取り入れることで，その機能を満足する

ものと考えた． 
先に性能規定として「旅行速度目標」を定義し

た．旅行速度は道路の機能としての目標値であり，

旅行速度＝設計速度という概念はなく，それぞれ

の階層に応じて上述の上限・下限の考え方を取り

込んで整理することが有効であると判断した． 
表4-7において，トラフィック機能を有する道路

において下限値が旅行速度目標を下回っている

ことに違和感があるかもしれない．この考え方は，

旅行速度を設定しても，わが国の地形その他の事

情によりやむを得ない場合が発生することが少

なくなく，より性能に近づけるべく，努力目標と

して下限値を設定したものである．従って運用に

あたっては，これら諸条件を加味したうえで，で

きるだけ機能を発揮するような工夫が求められ

る． 
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(b) 設計対象車両 
現行の「道路構造令第4条」では，設計上の対

象車両として小型自動車・小型自動車等・普通自

動車，およびセミトレーラ連結車の4分類により
構成されている．これに対して設計上の道路の定

義は，「普通道路」と「小型道路」の2分類のみで
構成されている．これに対して設計上の道路の定

義は，「普通道路」と「小型道路」の2分類のみで
ある． 
性能照査型道路計画を実施するうえでは，階層

に応じて対象車両を運用上の実際と照らし合わ

せて整理することで，道路構造のより柔軟な対応

が可能となる． 
さらに道路ネットワークとして着目し，特にセ

ミトレーラ等の大型車両の通行可否における評

価を加えることで，道路階層としてのあるべき姿

を見いだすことが可能となる． 
(c) 単路部 
階層区分に応じて対象車両を定義することが

できるが，例外措置ややむを得ない場合等の柔軟

な対応を考慮することで，対象道路本来の目的を

逸脱することなく，適切な運用が可能となる． 
単路部として特出しすることは，主に道路の横

断面を決定する際に柔軟な対応を図ることを目

的としている． 
(d) 交差部 
交差点部の対象車両は，従来の交差部設計と同

様，交差道路の通行車両に応じて計画設計するこ

とが基本となる．通行方法・隅切り部の設計等に

ついては，現行の「道路構造令の解説と運用

(H16.2)(P.480～)」を参照されたい． 
立体交差におけるランプ等の設計においては，

対象車両に応じて規格を設定する． 

 
(5) その他配慮事項 
本章においては階層区分に応じた道路計画・設

計に必要となる基本的な条件についての試案を

示したが，具体的計画・設計を実施していく上で

表4-7 設計速度（上限値・下限値）設定の考え方（試案） 

 
上限値 下限値

・AM-Ⅰ 120 － 80
・AM-Ⅱ 100 － 80
・AM-Ⅲ
・AM-Ⅲu
・A-Ⅰ
・A-Ⅱ 70 60
・A-Ⅲu
・B-Ⅲ
・B-Ⅳ
・C-Ⅳ
・D-Ｖ ～20 40 20
・D-Ⅵ
・E-Ｖ
・E-Ⅵ

アクセス機能を考慮するため上限値を設
定するが，一定速度で走行する必要性から
下限値も設定

40 50 40

階層区分
設計速度（km/h）

備　考

80 － 70

（注）NA：車両走行を極力制御することから旅行速度目標を設定しない

　トラフィック機能を優先する観点から，
下限値を設定
　交差道路との接合形式に応じて，「旅行
速度＋α」も考慮

性能目標(旅行速度）
（km/h）

NA 10 － 　歩行者等の安全から上限値を設定

60 60 40

 
表4-8 対象車両対応表（試案） 

 階層区分 対象車両（上限の対象） 特例措置（イメージ）
・AM-Ⅰ
・AM-Ⅱ
・AM-Ⅲ
・AM-Ⅲu
・A-Ⅰ
・A-Ⅱ
・A-Ⅲu
・B-Ⅲ
・B-Ⅳ
・C-Ⅳ
・D-Ｖ －
・D-Ⅵ 　小型自動車 －
・E-Ｖ
・E-Ⅵ

　小型自動車等
必要に応じて普通自動車を考慮

　※原則として車両通行禁止 車両保有者・荷捌き・配送車等のみ車両通行可能措置

　セミトレーラ連結車 AM-Ⅲuでは，普通自動車までを上限とする場合も考慮

　普通自動車
セミトレーラの拠点がある場合には，特定の経路につい
て考慮
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は，配慮すべき事項が数多く存在する． 
前節までにとりまとめた基本事項以外の配慮

事項について，以下に記述する． 
(a) 旅行時間に対する信頼性 
旅行時間に対する信頼性確保のためには，下記

視点についても配慮しておくことが望ましい． 
・観光や朝夕交通量変動を考慮した車線数設定 
・踏切時間でのロスを回避する鉄道交差立体化 
・速度低下による渋滞防止を目的とした，トンネ

ルやサグ部でのハード対策(視認性，圧迫感)，
ソフト対策(標識等) 

・付加追越し車線，登坂車線，ゆずり車線等によ

る低速走行車への対策 
・停車帯，荷捌きスペース等の沿道出入箇所にお

ける駐停車車両への対応 
(b) 歩行者・自転車の安全性 
自動車だけでなく，歩行者や自転車に対しても

安全性を確保することが必要となる． 
・立体横断施設の設置 
・自転車道の設置 
・片側半路肩の採用 
(c) 空間機能 
道路の重要機能の一つである空間機能につい

ても，配慮しておくことが望ましい． 
・歩車分離や沿道環境の向上を目的とした植樹帯

の設置 
・バスターミナルや駐車場整備によるトランジッ

ト機能の確保 
・舗装，植樹，照明等の景観への配慮 
(d) 滞留機能 
・長時間運転の休憩施設であるSA・PA，道の駅の
設置 

・自転車と歩行者を分離するための自転車道，自

転車レーン，走行帯表示 
・自転車のための駐輪場の整備 
・歩行者のたまり空間を創出する，幅広歩道，ポ

ケットパーク 
以上の配慮事項について，道路の機能ごとに整

理したものを表4-9に示す．また，これらの機能を
考慮した場合に対応する道路細部構造について，

表4-10に示す． 
 

4.4 現状道路の課題 
 
本章では，ネットワーク特性に応じた道路階層

区分の試案を提示し，道路階層区分に応じた道路

設計条件についての見解を整理した． 

これらの設計条件を踏襲し，階層区分の道路の

ネットワークを構築することを目指す上で，主と

して道路の機能面からみた現状道路の課題点に

ついて，以下に示す． 
 

(1) トラフィック機能とアクセス機能のトレード
オフ関係 

道路は沿道立地を促す機能を持っていること

から，都市計画やまちづくりを考慮した適切な道

路構造を選定する必要がある． 
郊外のバイパス沿いに立地が進んだショッピ

ングセンター等に見られる例は，当初トラフィッ

ク機能を主目的として整備された道路に対し，沿

道の土地利用が誘引された結果，アクセス機能が

必要となり，結果として当初目的のトラフィック

機能が達成されない結果となってしまった事例

といえる． 
このような場合には，副道設置等の部分出入り

制限構造によりアクセス機能を制限することも

考えられえるが，土地利用計画の規制などのソフ

ト面での対策を講じることにより，適切な階層区

分型道路の実現が達成されるといえる． 
 

(2) その他機能の付与 
道路の機能には，トラフィック機能やアクセス

機能以外にも数多く存在する． 
たとえば，防災空間としての機能を考慮した場

合，延焼防止を目的とした総幅員の設定，延焼防

止を考慮した植栽選定，道路遮断の回避やライフ

ラインの確保を目的とした電線類の地中化等が

ある． 
このようなトラフィック・アクセス以外の機能

についても，階層区分ネットワークとの関連性の

体系化，反映手法について，今後検討していく必

要がある． 
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表4-9 その他配慮事項(機能分類毎) 

 機能分類 旅行時間に対する信頼性 歩行者・自転車の安全性 空間機能 滞留機能

Ａ

■観光・朝夕交通量変動
■鉄道交差立体化
■トンネル部、サグ部対策
■低速走行車対策

■立体横断施設設置 ■休憩施設

Ｂ
■観光・朝夕交通量変動
■鉄道交差立体化
■駐停車車両への対応

■立体横断施設設置
　（必要に応じて）

Ｃ
■立体横断施設設置 ■植樹帯設置 ■自転車歩行者分離

■幅広歩道
■ポケットパーク

Ｄ
■片側半路肩の採用
■自転車道の設置

■植樹帯設置 ■自転車歩行者分離
■幅広歩道
■ポケットパーク

Ｅ
■片側半路肩の採用
■自転車道の設置

■トランジット機能の確保
■景観への配慮

■幅広歩道
■駐輪場  

 
表4-10 その他配慮事項に対応した道路細部構造 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

円滑性

・排水性舗装
・中央帯
・路面表示
　（優先関係）

・付加追越車線
・ゆずり車線
・登坂車線
・路面表示
　（優先関係）
・交差点隅切り
　（見通し）
・植栽配置
　（見通し）

・リバーシブルレーン
・カラー舗装

・カラー舗装

安全性

・排水性舗装
・中央帯
・防護柵
・視線誘導標
・堆雪幅
・なだれ防止施設
・吹きだまり防止施設
・消融雪施設
・落石防護施設
・雪崩防護施設
・街路灯

・道路反射鏡
・除雪幅
・堆雪幅
・消融雪施設

・ハンプ
・狭窄部
・シケイン

・ハンプ
・狭窄部
・シケイン

信頼性

・堆雪幅
・なだれ防止施設
・吹きだまり防止施設
・落石防護施設
・雪崩防護施設

・観光交通量変動
・朝夕交通量変動
・耐震、緊急輸送

・通過交通排除
　（一方通行）
　（抜け道利用対策）
・車両制限
　（時間帯、車種）
・クルドサック
　（地域内交通）
・車両すれ違い幅員

・通過交通排除
　（面的交通規制）
　（くらしのみちゾーン）
　（一方通行）
　（抜け道利用対策）
・車両制限
　（時間帯、車種）

快適性
・自然景観の借景
・情報板
・情報提供装置

・情報板
・情報提供装置

沿道
出入り

・Ｕターン路
・高低差処理
・環境施設帯

・荷捌きスペース ・Ｕターン路
・環境施設帯

・荷捌きスペース
・クルドサック
　（地域内交通）

・荷捌きスペース

交通
結節点

・駅前広場
・バス停車帯
・駐車場
・タクシープール
・バスターミナル

・バスベイ ・バスベイ

駐車
・駐車場
・停車帯
・荷捌きスペース

・停車帯
・駐輪場
・荷捌き帯

・停車帯
・駐輪場

休憩
・ＳＡＰＡ
・道の駅

連続性

・自歩道
　（物理的分離）
・幅広歩道

・自歩道
　（物理的分離）
　（視覚的分離）
・幅広歩道

・歩道単独
　（自転車は車道）
・幅広歩道
・自転車道
・ボラード
・歩行者通行帯
　（視覚処理）

安全性
・立体横断施設
・街路灯
・防護柵

・立体横断施設
・電線地中化

・歩行者通行帯
　（視覚処理）
・ボラード

バリア
フリー

・立体横断施設 ・電線地中化
・立体横断施設

・電線地中化 ・電線地中化

快適性

・電線地中化 ・電線地中化
・植栽枡
・カラー舗装

・電線地中化
・カラー舗装
・植栽枡
・景観
　（舗装）
　（植樹）
　（照明）

・歩道単独
　（自転車は車道）
・幅広歩道
・ポケットパーク

・歩道単独
　（自転車は車道）
・幅広歩道
・ポケットパーク
・ベンチ

・歩道単独
　（自転車は車道）
・幅広歩道
・駐輪場
・たまり空間
　（ベンチ）

歩行者
・

自転車

通行
機能

滞留機能

ｱｸｾｽ
機能

機能分類

自動車

通行
機能

滞留
機能
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第5章 設計交通量の考え方の構築 
 

 

 

 
5.1 概説 

 
計画・設計道路の交通性能を照査するためには，

対象とする道路の「構造および交通運用(供給)」
を設定にするとともに，「交通需要(需要)」を的確
に想定することが重要である． 
交通需要は季節や曜日，時刻といった時間的な

要因により変動する．また，この変動の大きさや

特徴は路線特性や地域特性によって異なる．特に，

著しく大きな変動特性を有する地域では，それを

的確に想定し交通運用も含めて合理的に道路を

計画・設計することが望まれる． 
 

5.2 現行の設計交通量設定方法の問題点 
 
現行の設計手法では，年間8,760時間(=365日×

24時間)の時間交通量を交通量の大きい順に並べ
替えた後，上位30番目の時間交通量を設計時間交
通量として用いている．これは，時間交通量図の

曲線の傾きが急激に変化する点が一般的に30番
目付近でみられるといった考えに基づくもので，

この変曲点以前の交通量を対象に道路を計画・設

計すると投資に対してカバーできる時間数が少

なく不経済であり，また一方で，変曲点以降を対

象とすると，混雑による損失が著しく増大するた

めやはり経済的ではないからである．この30番目
時間交通量の大きさは一般に地域特性によって

異なるため，わが国では都市部，平地部，山地部

の3つの地域区分に対してそれぞれ9%，12%，14%
のK値(30番目時間交通量/年平均日交通量[以下，
AADTとする]×100)が設定されている．しかし，
この手法によって計画・設計道路の交通性能を評

価すると，次のような問題が生じるという指摘1)

がある． 
 

問題1：不十分な路線特性，地域特性の考慮 
時間交通需要の変動パターンが路線特性や地

域特性などによって異なることは，既往研究2)で

明らかにされている．山田ら3)や中村ら4)は，特に

観光系道路のような交通量変動の大きな路線で

は現行の設計手法で用いられているK値が実態と
大きくかけ離れていると報告している．すなわち，

現行の設計手法で設定されている3つの地域区分
のみでは，多様な交通需要の変動パターンを的確

に反映することは難しい． 
 

問題2：単一の時間帯を設計対象とする問題 
30番目時間交通量のような特定の1時間の交通

量で他の全ての時間交通量を代表させ，計画・設

計道路の交通性能を評価することは，残り年間

8,759時間の交通性能を必ずしも適切に評価して
いるとは言えない． 

 
問題3：顕在化時間交通量(需要)の時系列的因果関

係の問題 
実際の交通状況をみると，たとえある時間帯の

交通需要が同一であっても，特に直前の時間帯に

渋滞列が存在していた場合，その時間帯の交通状

況は大きく異なってくる．しかし，従来の設計手

法では，顕在化する時間交通量を並べ替えてしま

うため，このような交通状況の時系列的な因果関

係を考慮することができない． 
また，特に山地部などK値が大きい地域では，

30番目時間交通量を対象に道路構造を決定する
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と，通常時に過剰と感じられる道路構造(車線数)
となる恐れもある． 

 
5.3 性能照査型道路計画設計における設計交通

量の考え方 
 
計画・設計道路の交通性能を的確に照査するた

めには，年間8,760時間(=365日×24時間)の時間交
通量を時系列的な因果関係も含めて設計交通量

とすることが理想であり，本来のあるべき姿であ

ろう［：考え方①］． 
しかし実際には，年間8,760時間の時間交通量を

対象とし評価することが困難な場合が多い．この

ような場合でも，道路を合理的かつ経済的に計

画・設計するためには，少なくとも通常時の一般

的な時間交通量(需要)の変動状況だけでも考慮す
べきである．なお，このときの｢通常時｣とは，各

道路で一般的に考慮しなければならない交通状

況であり，たとえば，｢通勤時間帯の朝夕の交通

状況が問題となる都市部では平日昼間時｣，｢観光

交通など休日交通への対応が課題である地方部

では休日昼間時｣である．さらに，観光地周辺な

ど特に季節変動が大きくピーク時における交通

性能の確保が重要な課題となる地域では，30番目
交通量時(K値)の交通状況もあわせて照査するこ
とが必要である［：考え方②］． 
これにより，通常時の交通状況を基本に道路の

構造や交通運用を検討することができる．そして

この結果，30番目交通量(K値)に過度に左右される
ことなく合理的で，経済的な道路を計画・設計す

ることが可能となる．以上に述べた設計交通量と

性能照査の関係を図5-1に示す． 
基本的に設計交通量の変動特性は，AADTに対

する方向別の時間交通量の割合[：方向別の時間交
通量係数(方向別時間交通量/AADT)]によって表
現する．そして，これに交通量配分結果から得ら

れる日交通量を乗じることで設計(時間)交通量と
する．これと道路構造や交通運用によって決まる

ボトルネック(以下，BNとする)の交通容量や交差
点での遅れ時間，単路部のQV性能曲線といったも
のを組み合わせることで，道路の交通性能を照査

する． 
 

5.4 設計交通量の設定方法（案） 
 
現在使用されているK値が設定された当時に比

べ，交通量の観測技術が格段に進歩し，様々な知

見が得られた現在では，5.2で示したような問題を
解決するための方法として次の2つが考えられる． 
なお，計画・設計時に与えられる交通量は基本

的に交通量配分の結果であり，平均的な平日の日

交通量である．これをふまえ，いずれの方法にお

いてもAADTに対する方向別の時間交通量の割合
[：方向別の時間交通量係数(方向別時間交通量
/AADT)]によって表現する． 
各事業の状況に応じて，内容や規模，予算，交

通量の観測状況などは異なる．このため，対象と

する事業の特徴に応じて，各計画・設計者が最も

適当な方法を採用し，想定することが望ましい． 
 

方法1：当該道路およびその周辺で観測された時
間交通量データの活用［5.5詳述］ 

全国各地に設置されている車両感知器で計測

される年間を通じた方向別の時間交通量データ

をもとに，時間交通需要の変動パターンを設定す

る．特に既存道路の改良などでは本方法を活用す 

 
図5-1 設計交通量と性能照査イメージ 
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べきだと考えられる．そのためにも時間帯交通量

情報を観測，蓄積し，これを道路計画・設計に活

用する体制整備も重要である．また，たとえ新規

建設道路であっても，周辺道路の変動パターンと

大きな差異がないと考えられる場合には，適用す

ることが可能である．なお，この際，『渋滞時に

観測される交通量は，BNで制約された交通量であ
り，その時点の交通需要ではない』｣いう点に十

分留意が必要である． 
 

方法2：利用特性に応じた標準的な時間交通需要
変動パターンの適用［5.6詳述］ 

最新の観測データに基づき利用特性に応じて

分類された道路カテゴリ区分ごとに標準的な時

間交通需要の変動パターンを想定し，計画・設計

道路の変動特性として用いる．本方法は，周辺に

既存道路が少なく，また観測データが乏しい状況

において，新規建設道路の交通需要を想定する際

に適している．但し，あくまでも標準的な変動パ

ターンであり，季節変動をはじめとした地域独自

の変動特性については考慮できない点に注意が

必要である． 
各方法の詳細を5.5～5.6に述べる．なお，これ

らは，年間8,760時間の時間交通需要の設定方法で
ある．｢通常時の一般的な変動｣や｢ピーク時の交

通状況｣を設定する際には，これらの考え方をも

とに適宜算出する． 
 

5.5 当該道路およびその周辺で観測された時間
交通量データの活用 

 
わが国の一般道路や高速道路上には多数の車

両感知器が設置されており，年間を通じた交通量

が方向別/時間帯別/車種別に観測されている．ま
た，概ね5年毎に道路交通センサス(全国道路・街
路交通情勢調査)が実施され，一般都道府県道以上
の道路における平均的な1日の交通特性(方向別/
時間帯別/車種別)が調査されている． 
これら最新の観測・調査データを組み合わせる

ことで，計画・設計道路およびその周辺道路にお

ける年間を通じた時間交通量を推定する手法5)が

提案されている． 
 

(1) 常時観測区間および推定区間の設定 
「常設型の車両感知器」の設置状況に応じて，

既存道路の区間を「常時観測区間」と「推定区間」

の2つに分類する． 

(a) 常時観測区間 
データの欠測および異常値の発生状況等から

観測データの信頼性が高い「常設型の車両感知

器」が設置されている区間を「常時観測区間」と

する． 
 

(b) 推定区間 
「常設型の車両感知器」が設置されていない(：

(a)以外)区間を「推定区間」とする．この際，推
定区間ごとに近傍で交通動向の関連性が高いと

判断される「常時観測区間」を1つ選定する．な
お，交通動向の関連性が高いとは，以下のような

ケースを想定する． 
 

・同じ経路を通る交通を多く含んでいること(例：
通過交通が多い路線等OD構成が類似) 

・同じ移動目的の交通を多く含んでいること(例：
通勤，買い物，観光等目的構成が類似) 

・地理的条件が同じと考えられること(例：距離，
沿道状況，沿道立地，気象条件等が類似) 

 
(2) 年間を通じた時間交通量変動の設定 
常時観測区間，推定区間ごとの年間を通じた時

間交通量の設定方法を以下に述べる．これを

AADTで除し，方向別の時間交通量係数として，
交通量の変動特性を設定する． 
なお，(2)の設定の結果，常時観測区間と推定区

間の関係は図5-2のようなイメージとなる． 
(c) 常時観測区間 
車両感知器で観測される方向別/車種別/時間帯

別の交通量データをもとに，年間を通じた時間交

通量の変動を設定する．このとき，必要に応じて

人手観測をもとに設定される各車両感知器の補

正係数を用いて補正する． 
(d) 推定区間 
まず，各推定区間で設定された常時観測区間で観

測される毎日の12時間断面交通量(Q0，12時間)より，
推定区間における日々の12時間断面交通量(Q12時

間)を推定する[：Step1]． 

図5-2 常時観測区間と推定区間の関係ｲﾒｰｼﾞ 
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そして，推定区間の基準断面昼夜率(rdn)や，方
向別/時間帯別/車種別の基準12時間断面交通量に
対する比(r上･下，i時，j車種)を用い，24時間断面交通量
(Q24時間)，方向別/車種別の時間交通量(Q上･下，i時，j車

種)を推定する[：Step2，Step3]． 
 

Step1：12時間断面交通量の推定 
常時観測区間で観測される毎日の12時間断面

交通量(Q0，12時間)に，道路交通センサス等で調査さ
れた最新の推定区間と常時観測区間との12時間
断面交通量の比(q12時間 /q0，12時間)を乗じ，推定区間
の12時間断面交通量(Q12時間)を推定する． 

 
Q12時間 = Q0，12時間 ×q12時間 / q0，12時間 ··············· (5-1) 

 
ここに， 

Q12時間 ：推定日における推定区間の12時間断
面交通量の推定値 

Q0，12時間 ：推定日における関連する常設観測区

間の12時間断面交通量の実測値 
q12時間 ：推定区間の基準12時間断面交通量 
q0，12時間 ：関連する常設観測区間の基準12時間

断面交通量 
 
Step2：24時間断面交通量の推定 

AADTを設定する際に必要となる24時間断面交
通量(Q24時間)を，推定区間の12時間断面交通量(Q12

時間)と基準断面昼夜率(rdn)の関係より求める． 
 

Q24時間 = Q12時間 ×rdn ······································· (5-2) 
 

ここに， 
Q24時間 ：推定日における推定区間の24時間断面

交通量の推定値 
rdn ：推定区間の基準断面昼夜率(24時間断

面交通量/(昼間)12時間断面交通量) 
 

Step3：方向別/時間帯別/車種別交通量の設定 
推定区間の12時間断面交通量(Q12時間)と，推定区

間で調査された方向別/時間帯別/車種別の交通量
の12時間断面交通量(q12時間)に対する比率により，
毎日の方向別/時間帯別/車種別の交通量を推定す
る．なお，道路を計画・設計する際に重要となる

車種構成は大型・小型の2車種である．このため，
対象とする車種は2車種以上とする． 

Q上･下，i時，j車種 = Q12時間 × r上･下，i時，j車種 ·········· (5-3) 
 

ここに， 
Q上･下，i時，j車種 ：推定日における推定区間の方向

別/時間帯別/車種別交通量の推
定値 

r上･下，i時，j車種  ：「推定区間の方向別/昼間12時間
帯別/車種別の基準交通量」の
「推定区間の基準12時間断面
交通量」に対する比率 

 
この結果，昼間12時間のみではあるが推定区間

においても年間を通じた時間交通量の変動を設

定することが可能となる．なお，本方法では夜間

の変動を把握することができない．しかし，特に

交通需要が多く計画・設計時に注意が必要な時間

帯は，通常，朝夕ピークをはじめとした昼間であ

り，道路を計画・設計する際に大きな支障はない． 
 
以上の方法を用いることで，わが国のほとんど

の既存道路において，年間を通じた時間交通量の

変動特性を的確に把握することが可能となる． 
 

5.6 道路カテゴリ別の年間を通じた時間交通需
要変動パターンの設定 

 
周辺に既存道路が少なく，また観測データが乏

しい状況において，新規建設道路の交通需要変動

を時系列的な因果関係も的確に設定するために

は，利用特性に応じた標準的な時間交通需要の変

動パターンが必要である． 
そこで，最新の交通量データに基づき，一般道

と自動車専用道(以下，自専道)を利用特性に応じ
て分類された道路カテゴリ6)に対して標準的な時

間交通需要パターンを設定1)し，年間を通じた時

間交通需要変動を想定する． 

図5-3 観測値と基準値の関係 
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(1) 道路カテゴリおよびK値 
全国の一般道および，自専道上に設置されてい

る車両感知器で観測された交通量データによっ

て算出された5つの交通指標(AADT，大型車交通
量，昼夜率，休日係数，K値)を用いて，クラスタ
ー分析により分類された道路の利用分類(道路カ
テゴリ)と平均的なK値を表5-1に示す． 

また，各道路カテゴリの標準的な変動特性の傾

向を図5-3～図5-5に整理する．これらより，カテ
ゴリごとの変動特性/ピーク特性に違いがあるこ
と，一般道よりも自専道の方が交通量変動が大き

いこと，などがわかる．仮にこれら各道路カテゴ

リの特徴を考慮すれば，事前に道路構造/交通運用
を工夫できる可能性が広がる(たとえば表5-2)． 
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図5-3 季節変動図(左：一般道，右：自専道) 
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図5-4 曜日変動図(左：一般道，右：自専道) 
 

 

0

5

10

15

20

25

30

35

0 50 100 150 200

時間交通量順位

時
間
交
通
量
/
A
A
D
T
×
1
0
0

H1：幹線 H2：大都市内/周辺道路
H3：地方都市内/周辺道路 H4：地域生活圏道路
H5：観光道路  

 

0

5

10

15

20

25

30

35

0 50 100 150 200

時間交通量順位

時
間
交
通
量

/A
A

D
T×

10
0

M1：重要幹線 M2：幹線
M3：大都市周辺路線 M4：主要都市周辺路線
M5：地域生活圏路線 M6：観光路線  

図5-5 カテゴリ別時間順位図(左：一般道，右：自専道) 

表5-1 道路カテゴリとK値 

 大分類 特徴 小分類 詳細 一般道 自専道

重要幹線
首都圏/関西圏などの大都市圏
を連絡する幹線

H1
[ 7.4]

M1
[ 8.7]

幹線
大都市圏と主要都市などを連
絡する地方部の幹線

M2
[14.7]

大都市
首都圏，関西圏，中京圏の三
大都市圏

H2
[ 8.0]

M3
[ 8.6]

主要都市
札幌や仙台，広島，福岡など
地方/県の主要都市

M4
[13.1]

地方都市 上記以外の地方部の中小都市
H3

[ 8.8] －

地域生活圏
[Local]

地方部に幅広く分布している．“幹線”，“都市内/周辺”に
比べてAADT，大型車交通量ともに少ない．平日は地域の生活
道路として，休日は観光道路としての特性みられる．

－ －
H4

[11.4]
M5

[16.8]

観光
[Touristic]

地方部の観光地周辺に分布している．全カテゴリの中で休日
係数，K値が最も大きく，曜日変動，時間変動が非常に大きい
カテゴリである．

－ －
H5

[17.3]
M6

[23.4]

幹線
[Arterial]

※［　］の中，K値

都市内/周辺
[Urban]

都市内/周辺に分布している．AADTは比較的多いが，大型車
交通量の割合は“幹線”ほど高くない．また，休日係数

注1)は

0.93～0.95注2)であり，平日の方が休日よりも交通量が多い．

注1)日祝日，土曜日を休日とする．
注2)M4のみ休日係数が1.02である．

大都市，主要都市間を連絡するように分布している．AADT，
大型車交通量ともに多い．また，昼夜率が1.50以上と高く，夜
間の利用も多い．
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(2) 交通特性と道路カテゴリの対応関係 
計画・設計を行う道路が属する道路カテゴリを

想定できるよう，交通特性(AADT，大型車交通量，
昼夜率，休日係数)と属する道路カテゴリの確率と
の対応関係は表5-3のイメージで整理する． 
最終的には，本対応関係とともにネットワーク

特性や，地域特性を総合的に判断し，計画・設計

者が対象道路の属する道路カテゴリを決定する． 
 

(3) 時間交通需要変動パターンの設定方法 
道路カテゴリごとに年間を通じた標準的な時

間交通需要変動パターンを次に示す3つのStepを
用いて設定する(図5-6参照)． 
(a) Step 1：断面日交通需要変動(DDC) 
日交通需要に影響を及ぼす要因としては，主に

月(季節)，曜日，降水量(天候)の3つが考えられる．
それぞれを次のように分類し，日交通需要係数

(DDC=日交通量/AADT)に対する各要因の影響の
大きさを設定する． 
・月(季節)：12カテゴリ [1月，2月，…，12月] 
・曜日：9カテゴリ [日，月，…，土，連休，特
異日(正月，GW，お盆)] 

・降水量 (天候 )： 4カテゴリ  [0mm/day，
<30mm/day， <90mm/day， ≥90mm/day] 

 
これらを組み合わせることにより，年間を通じ

た日交通需要の変動を設定することができる． 
なお，自専道の観光路線(M6)では，カテゴリ内

の日交通需要係数のバラつきが極めて大きく，1
種類の時間交通需要変動パターンで表現するこ 

DDCi = αj + βk + γl + μ ························ (5-4) 
 

ここに， 
DDC ：不規則な要因を除いた日交通需要係数， 
I ：道路カテゴリ(M1，M2，…．H4，H5)  
J ：月(1月，2月，…，12月) 
K ：曜日(日祝，平日，…特異日前半，特異

日後半) 
L ：降水量(0mm/day，<30mm/day， 

<90mm/day，≥90mm/day) 
α，β，γ：パラメータ 
μ ：定数項 
 

とは適当でないため，休日係数1.25を境に，特に
休日に交通が集中するカテゴリ(M6-2，休日係数
>1.25)と，そうでないカテゴリ(M6-1，休日係数
<=1.25)に分割し設定する． 
(b) Step 2：方向別日交通需要変動(DD) 
方向別に時間交通需要を推計するため，Step 1

表5-2 カテゴリ別の道路構造/交通運用の考え方 

 大分類 小分類 一般道 自専道 カテゴリの特徴を考慮した道路構造/交通運用の考え方

幹線 重要幹線 M1
交通量(需要)変動が小さく，上位の時間交通量にほとんど差がない(図3-6)．このような場合，
対象とする時間交通量を現行の30番目から1番目に変更すれば，ほぼ同じ建設コストで年間の全
時間を対象に道路を計画/設計することができる．

[Arterial] 幹線 M2

季節/曜日変動から休日に需要が大きいことがわかる．一般的に休日交通の多くは観光目的の乗
用車(小型車)であり，これに着目して道路を計画/設計する必要がある．例えば，平日は大型車
を考慮し通常の車線幅員とし，休日は小型車を対象とした狭幅員車線とする．そしてこれと路
肩を組合せることで休日の車線数の増加を図る[可変レーンマーキング]．これにより平日と同じ
車道幅員で休日の道路性能を確保できる．

大都市 M3
主要都市 M4
地方都市 H3 －

地域生活圏
[Local]

－ H4 M5

観光
[Touristic]

－ H5 M6

特定の季節，曜日に極めて大きな需要が集中する．しかし，周知のとおりこれらピーク時を対
象に道路を計画/設計することは経済的ではない．よって，通常時を対象に計画/設計を行い，
ピーク時には各路線の特徴に応じた次のような交通運用を導入することにより道路の性能を確
保する．
・方向率が季節や曜日，時間帯で大きく変動する場合 Î リバーシブルレーン
・方向率の変動が小さい/中央分離帯がある場合　 　Î 動的路肩運用
・通常時に十分な走行性を確保する必要がある場合
　　　　　　　　　Î　通常時：2+1車線運用，ピーク時：重方向2車線運用

都市内/周辺
[Urban]

H1

H2
都市内/周辺に分布するカテゴリであり，幹線系に比べて大型車交通量の割合が小さい．このよ
うな場合は，通常車線と小型車を対象とした狭幅員車線とを併用することで，車線数の増加に
よる道路性能の向上，または道路用地の減少に伴う建設コストの縮減などが期待できる．

表5-3 交通特性と道路カテゴリの対応関係イメージ

 AADT 大型車
交通量

昼夜率
休日
係数

H1
[%]

H2
[%]

H3
[%]

H4
[%]

H5
[%]

15,000 2,000 1.3 0.90 0.0 2.8 37.3 61.6 0.4

0.95 0.0 2.3 35.4 87.4 1.8

1.00 0.0 1.2 11.1 94.9 5.8

1.05 0.0 0.4 0.9 89.4 14.2

1.4 0.90 0.2 20.6 46.7 0.1 0.5

0.95 0.2 22.9 63.0 0.2 1.6

1.00 0.1 17.4 33.8 0.4 4.2

1.05 0.0 8.7 5.1 0.4 8.3

1.5 0.90 3.3 27.0 3.1 0.0 0.0

*カテゴリ個別に属する確率であり，構成比ではない．  
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で推計した断面日交通需要を日方向率(DD=ある
方向の日交通量/断面日交通量)によって方向別に
割り振る．但し，日方向率は曜日によって異なる

と考えられる．たとえば，土曜日や連休(日祝日が
連続する場合)/特異日(正月，GW，お盆)の前半に
は，都市部から地方部に向かう方向，日曜日や連

休/特異日の後半ではその反対方向の日交通量が
それぞれ卓越する．よって，平日(月~金)，土曜日，
日・祝日，連休前半/後半，特異日前半/後半の7つ
の曜日に分類し日方向率を設定する． 
なお，わが国の道路は，一般にその路線が連絡

する2都市の特性等によって上り/下りの別が設定
されている．しかし，たとえ同じ上り方向であっ

たとしても“都市部に向かう方向”と“地方部に向
かう方向”とがあり，時間変動の特性も地点によっ
て様々である．そこで，各カテゴリの曜日変動特

性に着目し，日交通量が休日よりも平日の方が多

いカテゴリ(H1，H2，H3，M3)は｢平日｣のピーク
時間帯を，休日の方が多いカテゴリ(H4，H5，M1，
M2，M4，M5，M6)は｢休日｣のピーク時間帯を，
それぞれ基準にし重方向とする． 
(c) Step 3：方向別時間交通需要変動(HDC，HVR) 
方向別日交通需要変動に曜日別/方向別の平均

的な時間交通需要係数(；HDC=各日の時間交通量
/各日の日交通量)，大型車混入率(；HVR=大型車
交通量/交通量)を乗じ，年間の時間交通需要変動
を方向別，車種別(小型車/大型車)に設定する． 
上記の3つのStepを組み合わせ，以下の式を用い

て，年間を通じた標準的な時間交通需要変動パタ

ーンを設定する． 
 

HDijkl = AADT×DDCi× DDikm× HDCikmn ···· (5-5) 
HHDijkl = HDijkl× HVRikmn ······························· (5-6) 

 
ここに， 

HD ：時間交通需要 
DDC ：日交通需要係数 
DD ：日方向率 
HDC ：時間交通需要係数 
HHD ：大型車時間交通需要係数 
HVR ：大型車混入率 
I ：道路カテゴリ(M1，M2，… H4，H5) 
k ：曜日(日祝，平日，… 特異日前半，特異

日後半) 
m ：方向(第一方向，第二方向) 
n ：時刻(0時，1時，… 22時，23時) 

以上のような方法を用いることで，各道路カテ

ゴリの標準的な交通需要の変動パターンを設定

することができ，これにより観測データが乏しい

状況においても年間を通じた評価や，時系列的な

因果関係も考慮することが可能となる． 
但し，あくまでも標準的なパターンであり，各

地域の特性が考慮できていない点に注意が必要

である． 
 

5.7 留意事項 
 

(1) 観測された交通量データを活用する際の超過
需要の考慮 

5.5のように観測された交通量データを活用す
る際には，『渋滞時に観測される交通量は，BNで
制約された交通量であり，その時点の交通需要で

はない』という点に留意が必要である． 
この対処の1つとして，以下のような仮定を設

け渋滞時の交通量データを補正することが考え

られる．これは特にネットワークが疎らで，たと

え渋滞が発生しても経路を変更し難い都市間道

路において成立しやすい．このような対処を行い

可能な限り超過需要を推定し，的確に交通需要の

変動を把握することが望ましい． 

図5-6 方向別時間交通需要変動の設定フロー 
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仮定1：観測された日交通量は日交通需要に相当

する． 

超過需要は一時的(数時間程度)に生じるもので
あり，数日間にわたって継続することは考えにく

い．そこで，日単位で観測された交通量は，当該

区間のその日の交通需要に相当すると考える． 
 

仮定2：超過需要が存在する日における本来の時

間交通量(需要)係数の変動は，超過需要

が存在しない日のそれとほぼ同じである． 

超過需要が存在する日に観測される時間交通

量(需要)係数は，超過需要分がピーク時間帯以降
にズレ込んでいるものと推測することができる． 

 
但し，この仮定は，渋滞による経路変更が少な

い都市間道路においては成立しやすいが，都市内

/周辺道路では必ずしも成立しないことに十分注
意が必要である． 

 

 
(2) 最新の観測データによる定期的な見直し 

5.6で最新の観測データに基づき新たな道路カ
テゴリおよびK値，標準的な交通需要の変動パタ
ーンなどを設定したが，これは社会情勢等によっ

て変化するものである（たとえば，高速道路の無

料化，新直轄道路の供用，ゴールデンウィークの

分散など）． 
このため，最新の観測データを用い定期的に道

路利用の実態を把握し，必要に応じて見直しを行

うことが必要である． 

5.8 まとめ 
 
本章で紹介した方法を用いることで，現行の設

計手法で生じている問題を解消することができ

る． 
特に，年間を通じた交通需要の変動特性・パタ

ーンが設定できれば，対象とする道路の構造に応

じた交通性能を的確に評価することができ，計

画・設計道路の旅行速度や渋滞長などを時間帯ご

とに算出することが可能となる．また，これらを

性能目標と対応付けることで年間の道路性能の

達成状況を照査することができる．さらに，その

際には，現行のように道路構造の観点のみで計

画・設計道路の交通性能を照査するのではなく，

リバーシブルレーンや動的路肩運用といった

様々な交通運用の導入も想定することが可能と

なる． 
なお，本考え方を実際に取入れていくためには，

現行の道路構造令に示されている設計基準交通

量(日単位)との対応関係もあわせて整理していく
ことが今後必要である． 

 
参考文献 

 

1) 内海泰輔，中村英樹，渡辺将光：性能照査型
道路計画設計のための年間を通じた時間交通

需要変動推計手法の構築，土木計画学研究・

論文集Vol.24，pp.825-834，2007.11. 
2) 井上廣胤：交通量の季節変動，交通工学，vol.17，

No.5，pp.15-20，1982 
3) 山田晴利，中村英樹，西川昌宏：交通量変動
特性を考慮した車線数決定方法に関する分析，

土木技術資料38-8，pp.26-31，1996. 
4) 中村英樹，山田晴利：日交通量変動パターン
と道路特性の分析，土木計画学研究・講演集，

No.16，pp.27-34，1993. 
5) 河野友彦，橋本浩良，上坂克巳，五十嵐一智：
交通量常時観測データを用いた隣接区間の交

通量推定方法に関する研究，土木計画学研

究・講演集，No.41，CD-ROM，2010.11. 
6) 内海泰輔，中村英樹：性能照査型道路計画設
計のための道路の利用特性に応じたカテゴリ

分類に関する研究，交通工学，Vol.42，No.5，
pp.53-64，2007.9. 

 

図5-7 超過需要の有無による時間交通需要係数
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第6章 おわりに 
 

 

 

 
6.1 研究成果 

 
本研究では，その道路の持てる交通性能を十分

発揮しつつもコストを抑えることのできる，合理

的な道路構造と交通運用の組合せを導入可能な，

性能照査型道路計画設計手法の実務展開に向け

て，その実現に必要な要素技術に関わる基礎的研

究を行った．主な成果を以下にまとめた． 
 

(1) 実務展開に向けたフレームワークの提案 
道路機能の性能照査は，本来新設路線が計画設

計される段階で実施されるべきものであるが，道

路整備が一定水準に達している現在においては，

改築計画も見据える必要があると考え，照査実施

のタイミングとして計画設計時と運用(評価)時を
設定した．また，たとえば都市・拠点間を連絡す

る道路の評価もあれば，局所的なボトルネック評

価も必要であることから，評価対象エリアは｢ネ

ットワーク評価｣と｢区間評価｣として設定し，全

体計画の中で，またそれぞれの局面において

PDCAサイクル型の性能照査を可能とするフレー
ムとして以下のように提案した． 
ここでは，まず1)階層区分化された道路ネット

ワークに対し，実測または推計された時間帯別の

実旅行速度をもとにリンク別旅行時間およびこ

れを都市・拠点間として積上げた総旅行時間の算

出を行う．次に，2)上位計画(想定)をもとに都市・
拠点間を連絡する目標旅行時間を設定する．さら

に，3)階層区分化された道路ネットワークにおい
て目標旅行時間をカバーするための道路階層別

の目標旅行速度を設定する．そして，4)これらを
比較することで，性能目標値である目標旅行時間

を現況値である実旅行時間が満足しているかど

うかについて照査を行う方法を提案した． 
また，評価方法については，たとえばある特定

の都市・拠点間の実所要時間に着目した場合，一

時的に性能目標を超過している場合もあれば，1
日を通じて性能目標を超過している場合も想定

される．そこで，評価指標には「速達性」と「安

定性」を用いることとした．ここで，速達性は「道

路が如何に速く走れる能力を有しているかを示

すもの」とし，安定性は「1日を通してどの程度
現状の最も走りやすい環境に近い状態で走行で

きているか示すもの」と定義している． 
 

(2) 道路機能に対応した道路階層区分 
実務において個々の道路を実際に階層区分化

していくためには，現状における考え方との対応

付けが簡単に行える合理的な方法が求められる． 
そこで，路線の指定・認定要件に着目し，一般

国道，都道府県道の路線の指定・認定要件で規定

している連絡都市及び主な連絡施設を抽出して

比較した結果，個々の道路の指定・認定要件まで

遡れば，道路の階層区分との画一的な対応付けが

可能となることを示した． 
また，道路階層区分の試案作成にあたっては，

ドイツの道路ネットワーク区分に関する指針を

範としつつ，日本特有の都市構造や道路事情を考

慮して検討を進め，交通機能と都市・拠点間連絡

スケールの2つの軸によって区分される道路階層
区分を提案した．なお，本自主研究では自動車ユ

ーザーの視点から階層区分を検討したものであ

り，歩行者や自転車利用者への対応・配慮事項の

検討は今後の課題とした． 
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(3) 道路階層区分と道路構造令の対応関係 
従来設計に変わる設計手法として性能照査型

道路計画設計を実務展開していくためには，当面

階層型道路区分と種道路構造令の級区分の対応

関係を整理しておくことが必要になる．そこで，

これらの対応関係を試案として整理するととも

に，性能照査型道路計画設計を実施する上で，必

要となる設計要件について，現時点での考え方お

よび今後の検討課題を抽出した．主な検討内容は，

①設計区間，②交差・出入り制限，③設計速度，

④設計対象車両などである． 
 

(4) 設計交通量の考え方の構築 
計画・設計道路の交通性能を照査するためには，

対象とする道路の「構造および交通運用(供給)」
を設定にすると同時に，「交通需要(需要)」を的確
に想定することが重要である．つまり，現行の30
番目時間交通量を設計時間交通量として用いる

設計手法では不十分であり，計画・設計道路の交

通性能を的確に照査するためには，年間8,760時間
(=365日×24時間)の時間交通量を時系列的な因果
関係も含めて設計交通量とすることが理想であ

り，本来のあるべき姿である． 
しかし実際には，年間8,760時間の時間交通量を

対象とし評価することが困難な場合が多い．この

ような場合でも，道路を合理的かつ経済的に計

画・設計するためには，少なくとも通常時の一般

的な時間交通量(需要)の変動状況だけでも考慮す
べきであり，本研究ではその方法論について提案

を行った． 
 

6.2 今後の展開 
 

本自主研究では，性能照査型道路計画設計の実

務展開に向けた技術的課題の抽出と要素技術の

検討を行ったが，技術指針の策定までにはいまだ

多くの課題を残している．たとえば，道路階層区

分に関して，本自主研究ではそのたたき台として，

理想的と考えられる道路階層区分と各区分の道

路相互の接続ルールについての試案を提案し，道

路構造令との対応関係を検討した． 
しかし，この理想と現実にはギャップがあり，

特に通行(トラフィック)機能もアクセス機能も求
められるような，いわゆる多機能道路として整備

され，結果的にいずれの機能も中途半端となって

いる事例が極めて多いのが実態である．このよう

な道路では，重視する機能を明確に打ち出すため

に，たとえば副道を設置するなど既存道路空間の

再配分を行うなどして，求められる機能確保を図

っていかねばならない．また，地形や土地利用，

都市構造などに応じて，理想的な階層ネットワー

ク形状と各階層の道路の密度について，理論的に

明らかにすることも必要と考えられる．そして，

各階層の道路の機能を確保する上で必要な施設

配置や土地利用などにっいて，交通工学と都市計

画が連携を図り，少しずつ理想形に近づけていく

ことも重要である． 
一方，対象道路が性能を発揮できるかチェック

するためには，機能に対応した性能指標と性能目

標が必要である．この性能指標は，求められる機

能に応じた交通性能を的確に表現でき，データの

取得が容易で，わかりやすいものであることが必

要である．たとえば，通行の機能の程度を表現す

るには，速度が最も端的でわかりやすい性能指標

であろう．これに対して，性能目標は上位計画と

の関係調整を図りながら，決定されるべきもので

あろう． 
道路構造や交通運用に関して，あらゆる状況に

応じて，計画，設計された道路構造だけで交通性

能を確保することは，莫大なコストがかかり現実

的でない．したがって，状況に応じて柔軟な道路

構造や交通運用を取り入れることで対応するこ

とが求められる．たとえば，ピーク時に路肩を走

行車線として運用することや，乗用車による観光

交通の多い休日は一部を狭幅員車線としたり，分

合流部での車線数や車線運用を変更したりする

などの可変レーンマーキング，リバーシブルレー

ンなどが考えられる．これらの中には海外では実

際に導入されているものもあるが，日本では導入

実績がないためデータが存在しない．海外の事例

データを精査し解釈を進めると同時に，狭幅員車

線などについて日本においても可能な箇所から

実験的に導入してデータを収集することが望ま

れる．ハンプや狭窄などによる車両の走行速度抑

制効果の検討と同様に，制約条件の下でどのよう

な道路構造上・交通運用上の工夫をすれば所要の

性能を確保することができるのかといった技術

的検討も重要な課題である． 
今後はこれらの課題へ対応しつつ，他の既往研

究の成果も取り込みながら，技術指針(案)の策定
に取組んでいくとともに，道路の階層化や性能照

査型道路計画設計の意義や必要性を広く一般に

理解してもうらためのアプローチを考えていく

ことが重要であろう． 
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利用者認識 
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性能曲線 
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35) 稲野 晃・中村英樹・内海泰輔：往復分離2車線自専道における交通量－速度曲線への影響要因分析, 土
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交通量変動 
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付録2 「道路計画と設計のあり方」シンポジウム資料(抜粋) 

 

 

●第2回シンポジウム「道路計画と設計のあり方」 

             ～いまこそ問われる道路の機能と性能～ 

 

基調講演： 

『道路構造令の解説と運用』を振り返って 日本大学 森田綽之 

 

講演1： 

性能照査型道路計画設計の考え方 名古屋大学 中村英樹 

 

講演2： 

階層を考慮した道路ネットワークの考え方 東京大学 桑原雅夫 

 

 

●第3回シンポジウム「道路計画と設計のあり方」 

             ～いまこそ問われる道路の機能と性能～ 

 

講演1： 

いまこそ見直そう，階層的ネットワークの性能！ 東京大学 桑原雅夫 

 

講演2： 

目標性能を発揮するための道路構造とは？ 名古屋大学 中村英樹 

 

講演3： 

交差点からはじめよう！ 首都大学東京 大口敬 
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基調講演 

●第 2回シンポジウム「道路計画と設計のあり方」 
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講演 1 
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講演 2 
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講演 1 

●第 3回シンポジウム「道路計画と設計のあり方」 
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講演 2 
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講演 3 
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